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「 障害福祉サービス・ 障害児通所支援等の利用者負担認定の手引き 」  

の一部改正について 

 

 

平素より 、 障害保健福祉行政の推進に、 格段の御高配を 賜り 厚く 御礼を 申し 上げま

す。  

今般、「 障害福祉サービス・ 障害児通所支援等の利用者負担認定の手引き 」について、

別添のと おり 改正し まし たので、 内容を 御確認の上、 その取扱いに当たっ ては遺漏な

き よう お願いし ます。  

 

 

【 主な改正点】  

○ 「 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を 改正

する法律」（ 令和４ 年法律第 104 号） の施行に伴う 改正 

 

○ 令和６ 年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う 改正 

 

都道府県 

市区町村 
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利用者負担の概要（ 福祉型）  

障害者入所施設 

（２０歳以上） 

自
己
負
担
（  

福
祉
部
分 

）
① 

食 

費 

等
② 

補   足   給   付（Ｐ30～37参照） 
人件費相当分

減額経過措置 

生 活 保 護 へ の 移 行 防 止  (負担上限月額を下げる） （Ｐ38参照） 

 

高 額 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 給 付 費 等 （Ｐ39～54参照） 

負  担  上  限  月  額  設  定 （Ｐ5～13参照） 

通所サービス

（＊２） 

障害者入所施設 

（２０歳未満） 

グループホーム 
※注１     ホーム 

ヘルプ 

※注１ 負担上限月額の設定に関しては、宿泊型自立訓練、精神障害者退院支援施設利用型生活訓練及び精神障害者退院

支援施設利用型就労移行支援を含む。 

※注２ グループホーム（重度障害者等包括支援の一環として提供される場合を含む。）に限る。 

＊１   入所期間延長による 23歳未満の障害

者を含む。  

＊２   障害児サービ スについても 含む。  

補足給付※注2 

（Ｐ37参照） 

  障害児入所施設

（ ＊１ ）  

家 

賃
③ 
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自
己
負
担 

(

福
祉
部
分
）① 

自
己
負
担 

(

医
療
部
分
）
② 

食 

費 

等

③ 

負  担  上  限  月  額  設  定 （Ｐ5～13参照） 

高 額 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 給 付 費 等 （Ｐ39～54参照） 

負  担  上  限  月  額  設  定 （Ｐ5～13参照） 

標 準 負 担 額 （健康保険に規定） 
人件費相当分 

減額経過措置 

生 活 保 護 へ の 移 行 防 止  （負担上限月額を下げる）  （Ｐ38参照） 

注 療養介護については医療型障害児入所施設と 同じ 仕組み。  

医 療 型 個 別 減 免※ （Ｐ18～29参照） 

通所サービス

（＊２） 
 障害者入所施設 

（20歳未満） 
 障害者入所施設 

（20歳以上）  

利用者負担の概要（ 医療型）  

障害者施設入所者（ 20 歳未満） 、 障害児施設入所者の医療型個別減免

の対象者の場合 

（ 全所得階層）  

①→②→③の順で軽減後の負担上限月額を算定。  

合計額は地域で子ども を 育てるために通常必要な費用－その他生活費 

※ 

医 療 型 個 別 減 免※ （Ｐ18～29参照） 

 

障害者施設入所者（ 20 歳以上） の医療型個別減免の対象者

の場合 

（ 低所得１ ・ ２ ） ③→①→②の順で軽減後の負担上限月額を 算定。  

合計額は認定収入額－その他生活費 

障害児入所施設

（＊１） 
 

＊１   入所期間延長によ る 23歳未満の障害者

を含む。  

＊２   障害児サービ スについても 含む。  
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第１ ． 所得区分認定、 医療型個別減免、 補足給付の認定方法について 

１  負担上限月額を定める際の所得区分の設定について 

 

○ 所得区分の設定の際に低所得１ の区分に該当する か否かの判定に当たっ て

は、 市町村及び都道府県（ 以下「 市町村等」 と いう 。 ） の事務負担を 考慮し 、

税情報を 基本と する。  

さ ら に、 税情報に加えて、 税情報では収入額を 把握でき ないが、 障害者に

対する 一般的な制度と し て給付さ れる 収入と し て、 障害年金や、 手当等によ

る収入額を加えて判定するこ と と する。  

 

 

（ １ ） 【 具体的な区分の算定方法】  

 

○ 利用者負担の上限月額については、 利用者本人（ 支給決定保護者） の属す

る 世帯（ ※） の収入等に応じ て、 以下の５ 区分に設定する。 （ 障害者の日常

生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律施行令（ 以下「 令」 と い

う 。 ） 第 17 条、 児童福祉法施行令（ 以下「 児令」 と いう 。 ） 第 24 条及び第

27 条の２ に規定。 なお、 療養介護医療については、 令第 42 条の４ 第１ 項、

肢体不自由児通所医療については児令第 25 条の 13 第１ 項、 障害児入所医療

については児令第 27 条の 13 第１ 項に規定。 ）  

 

（ ※） 平成 20 年７ 月に実施し た世帯の範囲の見直し により 、 障害者（ 施設に入

所する 20 歳未満の者を除く 。 以下「 世帯見直し 対象者」 と いう 。 ） である

場合に係る「 世帯」 の範囲については、 当該障害者及び配偶者と し ている 。

生活保護に係る も のを 除き 、 以下、 こ のマニュ ア ルにおける 「 世帯員」

「 世帯全員」 等の用語を含む「 世帯」 について同じ 。  

 

① 生活保護・ ・ ・ 生活保護受給世帯（ 「 中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国し た中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する 法律」 によ る 支援給付受給世帯について

も 同様の取扱い。 ）  

 

生活保護世帯の考え方については平成 20 年７ 月に行っ た世帯の範囲の見

直し は適用せず、 従前のと おり である。  

こ のため、 例えば障害者本人のみの所得を 勘案すれば低所得１ に該当す

る場合であっ ても 、 生活保護受給世帯である場合は当該区分に該当する。  

 

② 低所得１ ・ ・ ・ 市町村民税世帯非課税者( 注) であっ て障害者又は障害児

の保護者の収入が年間 80 万円以下である者 
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 具体的には、 以下のア及びイ のいずれにも 該当する者であるこ と 。  

ア） 市町村民税世帯非課税者 

 イ ） 以下のａ ～ｃ の合計額が年間 80 万円以下である者 

ａ  地方税法第 292 条第１ 項第 13 号に規定する合計所得金額 

 ※ 所得税法第 35 条第２ 項に規定する公的年金等の給付を受ける者については、 ａ

の合計所得金額から 所得税法第 35 条第２ 項第 1 号に掲げる金額を控除し て得た額

を ａ と する。  

※ ａ の金額がマイ ナスと なる者については、 ０ と みなし て計算する 

ｂ  所得税法第 35 条第２ 項第 1 号に規定する公的年金等の収入金額 

ｃ  その他主務省令で定める給付 

・  国民年金法に基づく 障害基礎年金、 遺族基礎年金及び寡婦年金並びに国民年金

法等の一部を 改正する法律（ 以下「 法律第 34 号」 と いう 。 ） 第１ 条の規定による

改正前の国民年金法に基づく 障害年金 

・  厚生年金保険法に基づく 障害厚生年金、 障害手当金及び遺族厚生年金並びに法

律第 34 号第３ 条の規定による改正前の厚生年金保険法に基づく 障害年金 

・  船員保険法に基づく 障害年金及び障害手当金並びに法律第 34 号第５ 条の規定に

よ る改正前の船員保険法に基づく 障害年金 

・ 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する 法律

（ 以下「 平成 24 年一元化法」 と いう 。 ） 附則第 36 条第５ 項に規定する改正前国

共済法による職域加算額のう ち障害又は死亡を 給付事由と するも の並びに平成 24

年一元化法附則第 37 条第１ 項に規定する改正前国共済法による年金である給付の

う ち障害又は死亡を給付事由と するも の及び同項に規定する旧国共済法による年

金である給付のう ち障害を 給付事由と する も の  

・  平成 24 年一元化法附則第 32 条第１ 項の規定による障害一時金  

・  平成 24 年一元化法附則第 41 条第１ 項の規定による障害共済年金及び遺族共済

年金  

・  平成 24 年一元化法附則第 60 条第５ 項に規定する改正前地共済法による職域加

算額のう ち障害又は死亡を 給付事由と する も の並びに平成 24 年一元化法附則第 61

条第１ 項に規定する改正前地共済法による 年金である給付のう ち障害又は死亡を

給付事由と するも の及び同項に規定する旧地共済法による年金である給付のう ち

障害を給付事由と するも の  

・  平成 24 年一元化法附則第 56 条第１ 項の規定による障害一時金  

・  平成 24 年一元化法附則第 65 条第１ 項の規定による障害共済年金及び遺族共済

年金  

・  平成 24 年一元化法附則第 78 条第３ 項に規定する改正前私学共済法による 年金

である給付のう ち障害又は死亡を 給付事由と するも の並びに平成 24 年一元化法附

則第 79 条に規定する改正前私学共済法による年金である給付のう ち 障害又は死亡

を 給付事由と するも の及び同項に規定する 旧私学共済法による年金である給付の

う ち障害を給付事由と するも の  
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・  移行農林共済年金（ 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統

合を 図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 16 条第

４ 項に規定する移行農林共済年金をいう 。 ） のう ち障害共済年金及び移行農林年

金（ 同条第６ 項に規定する移行農林年金を いう 。 ） のう ち障害年金並びに特例年

金給付（ 同法附則第 25 条第４ 項各号に掲げる特例年金給付をいう 。 ） のう ち障害

を 支給事由と するも の  

・  特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律に基づく 特別障害給付

金 

・  労働者災害補償保険法に基づく 障害補償給付及び障害給付 

・  国家公務員災害補償法（ 他の法律において準用する場合を 含む。 ） に基づく 障

害補償 

・  地方公務員災害補償法に基づく 障害補償及び同法に基づく 条例の規定に基づく

補償で障害を 支給事由と する も の  

・  特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づく 特別児童扶養手当、 障害児福

祉手当及び特別障害者手当並びに法律第 34 号附則第 97 条第１ 項の規定による福

祉手当 

 

③ 低所得２ ・ ・ 市町村民税世帯非課税者のう ち、 ②に該当し ないも の 

 

  ④ 一般１ ・ ・ 市町村民税課税世帯に属する 者のう ち 、 ア、 イ 又はウに該当

し 、 かつ、 市町村民税所得割額（ ※） が 16 万円（ 障害児（ 障害

児施設入所者を 除く 。 ） 及び障害児施設入所者並びに 20 歳未満

の障害者施設入所者にあっ ては 28 万円） 未満のも の 

ア 居宅で生活を する者 

居宅で生活を する 者（ 共同生活援助に係る 支給決定を 受けた者並びに

宿泊型自立訓練、 精神障害者退院支援施設利用型生活訓練及び精神障害

者退院支援施設利用型就労移行支援を 受けている 者を 除く 。 以下同じ 。 ）  

イ  障害児施設入所者 

18 歳未満の障害児であっ て、 指定障害児入所施設等に入所又は入院す

るも の及び児童福祉法（ 昭和 22 年法律第 164 号） 第 24 条の 24 第１ 項又

は第２ 項の規定によ り 、 引き 続き 、 障害児入所給付費等を 支給する こ と

ができ るこ と と さ れた 18 歳以上 23 歳未満の障害者であっ て、 指定障害児

入所施設等に入所又は入院する も の（ 以下「 障害児施設入所者」 と い

う 。 ） 。  

ウ 20 歳未満の障害者施設入所者 

20 歳未満の者であっ て、 指定療養介護事業所又は指定障害者支援施設

に入所又は入院し ている者（ 以下「 20 歳未満の障害者施設入所者」 と い

う 。 ）  

 

 



厚生労働省 社会・ 援護局 障害保健福祉部 

こ ど も 家 庭 庁  支 援 局 

 

（ 所得区分認定）  

 
 

8 

なお、 市町村民税所得割額については、 申請者の属する 世帯に属する 者

の市町村民税所得割額の合計額と する 。 また、 当該額は、 地方税法に規定

する 標準税率で計算さ れた税額と し 、 自治体が標準税率によ ら ない税率で

課税し ている場合は、 標準税率で計算し た税額により 判断するこ と 。  

 

※ 市町村民税所得割額の算定に当たっ ては、 「 住宅借入金等特別税額控除」 （ 地

方税法附則第５ 条の４ 第６ 項及び第５ 条の４ の２ 第５ 項） 及び「 寄附金税額控

除」 （ 地方税法第 314 条の７ ） による税額控除前の市町村民税所得割額で判定

を 行う こ と と する 。 （ 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ため

の法律施行規則第 26 条の２ ）  

 

 

⑤ 一般２ ・ ・ 市町村民税課税世帯に属する者のう ち、 ④に該当し ないも の 

 

（ 注） 市町村民税世帯非課税者・ ・ その属する世帯の世帯主を 含むすべての世帯員が障害福

祉サービスを 受ける日の属する年度（ 障害福祉サービ スを 受ける日の属する月が４ 月か

ら ６ 月までである 場合にあっ ては、 前年度） 分の地方税法の規定による 市町村民税（ 同

法の規定による特別区民税を 含むも のと し 、 同法第 328 条の規定によっ て課する所得割

を 除く 。 以下同じ ） が課さ れていない者又は当該市町村の条例で定める と こ ろ により 当

該市町村民税を 免除さ れた者（ 当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所

を 有し ない者を除く 。 ） である世帯に属する者 

 

○ 障害福祉サービ ス（ 療養介護を 除く 。 ） 、 障害児通所支援（ 肢体不自由の

ある 児童に対し て 治療を 行う 児童発達支援を 除く 。 ） 及び障害児入所支援

（ 医療型障害児入所施設及び指定発達支援医療機関で 提供さ れる 場合を 除

く 。 ） を 利用する 場合については、 市町村民税非課税世帯に属する 者であれ

ば、 利用者本人（ 支給決定保護者） の収入にかかわら ず、 負担上限月額が０

円と な る た め、 「 低所得１ 」 及び「 低所得２ 」 （ 以下「 低所得」 と 総称す

る。 ） を 区分する必要はない。  

し たがっ て、 こ の場合については、 市町村民税の課税状況が分かる 資料を

も っ て所得区分を「 低所得」 と 設定し て差し 支えない。  

 

○ 療養介護、 障害児通所支援（ 肢体不自由のある 児童に対し て治療を 行う 児

童発達支援に限る 。 ） 及び障害児入所支援（ 医療型障害児入所施設及び指定

発達支援医療機関で提供さ れる 場合に限る 。 ） を 利用する 場合については、

療養介護医療費、 肢体不自由児通所医療費及び障害児入所医療費に係る 利用

者負担が発生する こ と を 踏まえ、 市町村民税非課税世帯に属する 者について、

利用者本人（ 支給決定保護者） の年収を 把握し 、 「 低所得１ 」 又は「 低所得

２ 」 の区分を 設定するこ と 。  
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○ 所得区分認定は、 就学前の障害児の発達支援の無償化（ 以下「 無償化」 と

いう 。 ） の対象と なる児童を養育し ているか否かにかかわら ず行う こ と 。  

 

（ ２ ） 【 手続き 等】  

 

○ 障害者等の申請によ り 、 どの区分に該当する か市町村等が認定する 。 （ 申

請がなければ、 基本的に⑤の世帯に該当するも のと みなす。 ）  

現在すでに障害福祉サービス等を 利用し ている障害者等については、 区分

を 設定するため、 申請を 出すよう に周知するこ と が必要。  

 ※ 負担上限月額の申請と 支給決定の申請は別の申請である が、 市町村等の

事務の便宜上、 支給決定の申請様式と 負担上限月額の申請様式で共通化で

き る部分を 共通化し て利用するこ と は可能。  

 

○ 申請する際に、 添付する 必要のある 書類は下記のと おり 。  

なお、 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律（ 以

下「 障害者総合支援法」 と いう 。 ） 又は児童福祉法に基づき 、 市町村等が必

要な情報について調査を 行う こ と は可能である が、 円滑に事務を 行う ため、

申請の際に、 必要な税情報、 手当の受給状況等について調査同意を 取る 取扱

い等を行う こ と は差し 支えない。  

  本人の添付書類によ り 状況が確認でき る 場合は、 添付書類で確認する 。 添

付書類だけで確認でき ない場合は、 必要に応じ 、 マイ ナン バーによ る 情報連

携の活用や、 税部局、 年金事務所等への確認を行う 。  

① 利用者の属する世帯の市町村民税の課税状況等が分かる資料 

・  市町村の証明書（ 利用者の属する 世帯全員の市町村民税の課税・ 非

課税の状況）  

    ・  生活保護世帯であれば、 福祉事務所の証明書等 

② 利用者の属する 世帯の障害年金等、 特別児童扶養手当等の受給状況が

分かる資料 

    ・  年金証書の写し 、 振込通知書の写し  

・  特別児童扶養手当等の証書の写し  

    ※こ の場合、 通帳の写し の添付を 強制する も のではないこ と を 申し 添え

る。  

 

○ 上記①の資料のみで、 所得区分が設定でき る 場合は、 上記②の資料の提出

を 求める 必要はない。 ただし 、 施設入所者に係る 補足給付を 受ける 場合につ

いては、 本人の収入を把握する必要があるこ と に注意するこ と 。  

 

○ 世帯の範囲については支給決定を 受けた者（ 障害者又は障害児の保護者）

が属する住民基本台帳上の世帯を 原則と する。  

→ 同一の世帯に属する 者を 確認する ため、 住民票の提出を 求める 等によ
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り 世帯の範囲の確認を行う 必要がある。  

  ただし 、 障害者施設に入所する 20 歳未満の障害者又は障害児施設入所

者については、 市町村民税非課税かどう かの認定は保護者等の当該障害

者施設に入所する 20 歳未満の障害者又は障害児施設入所者を 監護する者

の属する世帯と し て認定を 行う 。  

  なお、 上記のと おり 住民基本台帳上の世帯を 原則と する が、 単身赴任

等によ り 、 住民基本台帳上は別世帯であっ ても 、 市町村等において生計

が同一である こ と が確認でき る 場合は、 住民基本台帳によ ら ない世帯で

認定し て差し 支えない。  

 

○ 負担上限月額については、 原則と し て、 施設入所者は毎年７ 月に、 それ以

外の者については年１ 回支給決定月に、 直近に把握し た所得状況に基づき 負

担上限月額を 認定する。  

   ただし 、 市町村等の判断により 必要に応じ て利用者負担の見直し を行う こ

と は差し 支えない。  

  

○ 世帯員の構成等、 世帯の状況が変化し た場合は、 世帯の状況が把握でき る

書類を 添付の上、 速やかに変更の届出を し ても ら う 。 負担上限月額の変更の

必要があれば、 翌月の初日から 変更する 。 ただし 、 申請日が月の初日の場合

は、 当該月の初日から 変更するこ と 。  

  失業等によ り 前年から 大幅に収入が変動し ている 場合等については、 障害

者総合支援法第 31 条、 児童福祉法第 21 条の５ の 11 及び第 24 条の５ の規定に

より 、 障害者総合支援法第 29 条第３ 項第１ 号、 児童福祉法第 21 条の５ の３ 第

２ 項第１ 号及び第 24 条の２ 第２ 項第１ 号に掲げる額から 、 障害者総合支援法

第 29 条第３ 項第２ 号、 児童福祉法第 21 条の５ の３ 第２ 項第２ 号及び第 24 条

の２ 第２ 項第２ 号に掲げる 額の範囲内で市町村等が定めた額を 控除し て介護

給付費等を 支給するこ と ができ る。  

  なお、 障害者総合支援法第 31 条及び障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律施行規則第 32 条において、 世帯の生計を主と し て維

持する 者に係る 財産の著し い損害等の特別の事情が規定さ れている が、 こ こ

でいう 「 世帯」 についても 、 原則と し て障害者本人及び配偶者で判断する こ

と と する。  

 

（ ３ ） 【 非課税であるこ と を 理由と し た未申告者の取扱いについて】  

 

 ○ 非課税である こ と から 、 申告を し ておら ず、 課税・ 非課税の確認がと れな

い者（ 以下「 未申告者」 と いう 。 ） については、 原則と し て、 申告し 、 非課

税の証明書を 取り 、 提出するよう 促すこ と と する。  

  

○ ただし 、 当分の間は、 利用者の所得状況の把握に関する 市町村等の事務量
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が増える こ と から 、 市町村民税世帯非課税者である と 市町村等が判断可能な

場合等については、 未申告である こ と を も っ て市町村民税世帯非課税者であ

ると みなす取扱いを するこ と ができ るこ と と する。  

 

○ なお、 未申告者については、 合計所得金額が確定でき ず、 収入が 80 万円以

下である こ と の確認がと れないため、 低所得２ と し て取り 扱う こ と が原則と

考えら れる が、 市町村等の判断によ り 、 当該未申告者を 低所得１ と みなす取

扱いを する 場合は、 障害基礎年金１ 級を 受給する 者と のバラ ン スを 失する こ

と がないよ う 、 当該未申告者の収入状況等を 十分に確認し た上で取り 扱う よ

う 留意さ れたい。  

 

（ ４ ） 【 負担上限月額について】  

 

 Ⅰ 介護給付費及び訓練等給付費並びに障害児通所給付費及び障害児入所給付    

費に係る所得区分及び負担上限月額 

所得区分 負担上限月額 

生活保護 ０ 円 

低所得 
低所得１  

０ 円 
低所得２  

一般１  

居宅で生活する障害児 4, 600 円 

居宅で生活する障害者並びに 20 歳未

満の障害者施設入所者及び障害児施設

入所者 

9, 300 円 

一般２  37, 200 円 

 

 （ ※） 無償化対象の児童である か否かにかかわら ず、 受給者証の「 負担上限月

額」 欄には、 所得区分に応じ た負担上限月額を 記入する こ と 。 ただし 、 無償

化対象の児童については、 受給者証の「 特記事項欄」 に、 無償化対象である

こ と 及びその対象期間を 付記するこ と 。  

 

 ○ 同一の保護者（ 一般１ の所得区分に属する 者に限る 。 ） に係る 複数の障害

児が、 障害児通所支援又は障害児入所支援を 受けている 場合の負担上限月額

は、 該当する負担上限月額のう ち最も 高い額と する。  

なお、 複数の条項に基づく サービ スを 受けている 場合は、 それぞれのサー

ビ スにおいて負担上限月額を 決定する 。 こ の場合においては、 高額障害福祉

サービス等給付費等における「 障害児の特例」 が適用さ れる。  

 

 Ⅱ 就学前の障害児の発達支援の無償化について 

①  対象と なるサービス 

   児童発達支援、 居宅訪問型児童発達支援、 保育所等訪問支援を 行う 事業所、
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福祉型障害児入所施設、 医療型障害児入所施設（ ※） が無償化の対象と なる 。  

また、 基準該当児童発達支援事業所及び共生型の特例によ り 指定を 受けた

児童発達支援事業所も 対象と なる。  

（ ※） 障害児入所支援を 行う 指定発達支援医療機関についても 同様の扱いと す

る。  

 

②  対象と なる期間 

   満３ 歳になっ た年度の翌年度の４ 月１ 日から 開始し 、 小学校就学まで（ ※）

と する。  

 （ ※） 学校教育法第 18 条に基づき 就学義務の猶予と なっ た児童については、 猶

予期間の最終日又は猶予取り 消し 日の属する 月末までは無償化の対象と す

る 。 ただし 、 猶予期間最終日又は猶予取り 消し 日が月の初日の場合は、 当

該月の初日から 無償化対象ではなく なるこ と に留意するこ と 。  

 

Ⅲ 障害児通所支援に係る多子軽減措置適用後の負担上限月額  

  ① 対象者 

   ⒜ 以下の者（ 以下「 小学校就学前児童」 と いう 。 ） が二人以上いる 通所

給付決定保護者 

    ⅰ 障害児通所支援を 利用する小学校就学の始期に達するまでの障害児 

ⅱ 以下の施設に通う 小学校就学の始期に達するまでの児童 

・  幼稚園 

     ・  特別支援学校の幼稚部 

     ・  保育所 

     ・  児童心理治療施設 

     ・  認定こ ども 園 

    ⅲ 特例保育又は家庭的保育事業等による保育を 受ける児童 

   ⒝ 市町村民税所得割合算額が 77, 101 円未満の世帯（ 市町村民税非課税世

帯及び生活保護受給世帯を 除く 。 ） に属し 、 以下の者（ 以下「 負担額算

定基準者」 と いう 。 ） が二人以上いる通所給付決定保護者 

    ⅰ 通所給付決定保護者の児童で通所給付決定保護者と 生計を 一にする

者 

    ⅱ 通所給付決定保護者に監護さ れていた児童で通所給付決定保護者と

生計を 一にする者 

    ⅲ 通所給付決定保護者及びその配偶者の直系卑属で通所給付決定保護

者と 生計を一にする者（ ⅰ及びⅱの者を除く 。 ）  

 

  ② 負担上限月額 

   ⒜の場合 

    以下のアから ウまでの額を 合算し た額と 元来の障害児通所給付費に係る

所得区分に応じ た負担上限月額のいずれか低い額を 負担上限月額と する 。  
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 障害児 算定額 

ア 
小学校就学後の障害児小学校就

学前児童のう ち最年長者 

こ ども 家庭庁長官が定める 基準に

より 算定し た額の 10/100 

※ただし 、 無償化対象児童の場合

は 0/100 

イ  
アを 除く 小学校就学前児童のう

ち最年長者 

こ ども 家庭庁長官が定める 基準に

より 算定し た額の５ /100 

※ただし 、 無償化対象児童の場合

は 0/100 

ウ ア及びイ 以外の障害児 ０  

 

   ⒝の場合 

    以下のアから ウまでの額を 合算し た額と 元来の障害児通所給付費に係る

所得区分に応じ た負担上限月額のいずれか低い額を 負担上限月額と する。  

 

 

 障害児 算定額 

ア 

小学校就学後の障害児小学校就

学前負担額算定基準者のう ち 最

年長者（ 全ての負担額算定基準

者が小学校就学前負担額算定基

準者である場合に限る。 ）  

こ ど も 家庭庁長官が定める 基準に

より 算定し た額の 10/100 

※ただし 、 無償化対象児童の場合

は 0/100 

イ  

小学校就学前負担額算定基準者

のう ち 最年長者（ 負担額算定基

準者のう ち 小学校就学前負担額

算定基準者以外の者が１ 人であ

る場合に限る。 ）  

小学校就学前負担額算定基準者

のう ち ２ 番目の年長者（ 全ての

負担額算定基準者が小学校就学

前負担額算定基準者である 場合

に限る。 ）  

こ ど も 家庭庁長官が定める 基準に

より 算定し た額の５ /100 

※ただし 、 無償化対象児童の場合

は 0/100 

ウ ア及びイ 以外の障害児 ０  

 

  ③ 補足 

    無償化によ り 利用者負担額が０ と なる 者については、 多子軽減措置の対

象になるかどう かの確認は行わないこ と と し て差し 支えないも のと する。  
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Ⅳ 療養介護医療費、 肢体不自由児通所医療費及び障害児入所医療費に係る 所

得区分及び負担上限月額 

所得区分 負担上限月額 

生活保護 ０ 円 

低所得１  15, 000 円 

低所得２  24, 600 円 

一般（ 一般１ ・ ２ ）  40, 200 円 
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２  18歳以上の者が放課後等デイ サービスと 障害福祉サービスと を併用する場合

の取扱いについて 

 

○ 平成 22 年 12 月 10 日の障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて

障害保健福祉施策を 見直すまでの間において障害者等の地域生活を 支援する た

めの関係法律の整備に関する 法律（ 以下「 整備法」 と いう 。 ） の一部の施行に

伴い、 児童デイ サービスが廃止さ れる までの特例措置と し て、 18 歳以上の者が

児童デイ サービスと その他の障害福祉サービスと を 併用する場合には、 令第 17

条に基づき 、 その他の障害福祉サービ スに係る 障害者と し ての負担上限月額が

適用さ れるこ と と し ていたと こ ろ （ 平成 23 年３ 月 22 日付け事務連絡） 。  

 

○ 平成 24 年４ 月１ 日の整備法の施行に伴い、 18 歳以上の者が放課後等デイ サー

ビスと 障害福祉サービスと を 併用する場合の負担上限月額については、  

  ・  平成 24 年３ 月までに児童デイ サービスと その他の障害福祉サービスを 併

用し ていた者については、 引き 続き 、 障害者と し ての負担上限月額が適用

さ れるこ と 、  

 ・  平成 24 年４ 月以降に放課後等デイ サービスと 障害福祉サービスと の併用

を 開始する 者については、 放課後等デイ サービ スに係る 障害児と し ての負

担上限月額と 、 障害福祉サービ スに係る 障害者と し ての負担上限月額と が

それぞれ適用さ れるこ と と する。  
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３  医療型個別減免について 

 

医療型障害児入所施設及び療養介護（ 以下「 医療型障害児施設等」 と いう 。 ）

の利用者負担の認定の際には以下の取扱いにより 負担上限月額を認定する。  

 

＜20 歳以上の障害者施設入所者の場合＞ 

 

（ １ ） 【 手続き 等】  

障害者の申請によ り 、 障害者の収入額を 市町村等が認定する 。 （ 申請がなけ

れば、 医療型個別減免は行わない。 ）  

＊ 療養介護事業については、 実施主体が市町村である。  

 

（ ２ ） 【 対象者】  

○ 市町村民税世帯非課税である者（ 低所得１ ・ ２ ） は、 医療型個別減免の対

象と する。  

具体的な基準は以下のと おり 。  

 

※ 住民票が入所（ 入居） 前の世帯に残っ ている 場合（ 配偶者が同一の住民票にある 場

合を 除く 。 ） であっ ても 、 医療型個別減免の対象と し て差し 支えない。 なお、 配偶者

が同一の住民票にある 場合であっ ても 、 市町村等において、 単身世帯と 同様の生活状

況にある と 個別に判断し た場合においては、 住民票が施設等になく ても 、 医療型個別

減免の対象と し て差し 支えない。  

なお、 住民票の取扱いについては、 住民基本台帳法の趣旨に沿っ て、 適切に取り 扱

われるも のであるので、 あら かじ め申し 添える。  

 

※ なお、 以下の資産については、 実際に資産を 利用でき る 状態と なっ た場合

には、 収入認定する。  

ア） 将来、 現金化さ れた際に収入認定するこ と が可能である 保険商品や個人

年金等の一定期間は利用でき ない状態にある資産 

・  生命保険料控除、 個人年金保険料控除の対象と なっ ている個人年金等 

イ ） 親等が障害者を 受益者と し て設定する 信託財産（ 具体的には以下のも の）  

・  相続税法第 21 条の４ に規定する特別障害者扶養信託契約に基づいて信

託さ れた相続税法施行令第４ 条の 10 に規定する財産（ いわゆる「 特定贈

与信託」 ）  

・  その他こ れら に準ずるも のと し て市町村等が認めたも の 

※ 特定贈与信託に準ずる も の 

個人（ 親等） を 委託者、 信託会社又は信託業務を 営む金融機関を 受託者、 障害者を

受益者と する他益信託のう ち以下の要件を 満たすも のと する。  

① 個人（ 親等） 以外の一人の障害者を 信託の利益（ 元本受託権及び収益権） の全部

の受益者と する契約であるこ と 。  
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② 当該信託契約に基づく 障害者に係る信託財産の交付に係る金銭（ 収益の分配を 含

む。 ） の支払は、 当該障害者の生活又は療養の需要に応じ るため、 定期に、 かつ、

その実際の必要に応じ て適切に、 行われるこ と と さ れているこ と 。   

③ 当該信託契約に基づき 信託さ れた財産*の運用は、 安定し た収益の確保を 目的と し

て適正に行う こ と と さ れているも のであるこ と 。   

* 特定贈与信託契約において信託でき るも のと さ れた財産と 同様の財産と する。   

④ 当該信託契約に、 当該契約に基づく 信託に係る信託受益権については、 その譲渡

に係る契約を 締結し 、 又はこ れを 担保に供するこ と ができ ない旨の定めがあるこ

と 。 （ ただし 、 遺贈はでき る。 ）   

 

（ ３ ） 【 添付書類等】  

○ 障害者が申請する 際に添付する 必要のある 書類は以下のと おり 。 市町村等

において必要がないと 判断でき るも のは適宜省略し て差し 支えない。  

＜収入の状況が分かる書類＞ 

① 本人の収入額が分かるも の 

  ・  年金証書、 振込通知書、 手当の証書等 

・  工賃等の就労収入額の証明書（ 通所し ている先の事業所等の証明）  

  ・  源泉徴収票 

・  市町村の課税・ 非課税証明書 

・  市町村が支給する手当等の額が分かる書類 

・  その他申告の内容により 必要と 認めら れる書類 

② 必要経費の額が分かるも の 

・  市町村の課税・ 非課税証明書 

・  国民健康保険の保険料等を納付し た証明書等 

③ その他 

・  市町村等が必要と 認める資料 

○ 原則と し て、 申告の際に必要な通帳の写し や税の証明書等が添付さ れてい

ればよ いこ と と する。  

ただし 、 申告の内容に虚偽の疑いがある と 市町村等が判断し た場合等につ

いては、 必要に応じ て調査を 行う こ と と する。  

（ 具体的な調査方法の例）  

・ 税部局に対する情報の確認 

・ 申請者の居住する場所から 最寄り の主要な金融機関への問い合わせ 
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（ ４ ） 【 減免後の額を 計算する際の収入の種類】  

 ○ 療養介護に係る 収入額の認定については、 収入を ２ 種類に分類する こ と と

する。  

具体的には、 療養介護を 受ける 日の属する 前年（ 療養介護を 受ける 日が１

月～６ 月である 場合にあっ ては、 前々年） の収入の合計額を 12 で除し た額

（ 端数については切捨て） を も と に算出する 。 （ 年間の収入、 前年の収入を

把握する こ と が困難な場合は、 平均的な月収と し て市町村等が認める 額と す

る。 ）  

その際、 療養介護のあっ た月の属する 前年（ 療養介護のあっ た月が１ 月～

６ 月である場合にあっ ては、 前々年） にかかる必要経費を 12 で除し た額（ 端

数については切捨て） を 控除し た上で算定するこ と 。  

 

ア） 負担を取ら ない収入 

○ 特定目的収入‥国、 地方公共団体等から 特定の目的に充てる ために支

給さ れるも の 

・  地方公共団体から 医療費の自己負担分と し て支給さ れる手当 

・  原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律により 支給さ れる医療特別

手当及び特別手当のう ち、 生活保護基準の放射線障害者加算に相当する

額 

・  児童手当法により 支給さ れる児童手当等利用者本人の生活費以外の用

途に充てるこ と と さ れている金銭 

・  生活保護法において収入と し て認定さ れないこ と と さ れている収入 

※ 心身障害者扶養共済の給付金については、 生活保護法において収入

と し て認定さ れないこ と と さ れている収入と し て認定する。  

○ その他障害福祉サービスに要する費用に充てる こ と ができ ない収入と  

し て市町村が認めた収入 

イ ） 負担を取る収入  アを 除く 収入 

※ 年金生活者支援給付金については、 生活保護法において収入と し て

認定さ れるため、 こ れに該当する。  

ウ） 必要経費と するも の 

・  租税の課税額 

・  社会保険料（ 65 歳以上の施設入所者については、 介護保険料を 除く 。 ）  

 

（ ５ ） 【 医療型個別減免の適用に当たっ ての算定手順】  

Ⅰ 負担限度額の算定方法 

 上記（ ４ ） のイ から ウを 差し 引いた額を 12 で除し た数（ 端数については、 切

捨て。 以下「 認定収入額」 と いう 。 ）  

負担限度額（ 月額） ＝認定収入額－その他生活費※ 

 

※ その他生活費の額 
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a b 以外の者 2. 5 万円 

b 障害基礎年金１ 級受給者、 60～64 歳の者、 65 歳以上で療養介護利用者 2. 8 万

円 

 

Ⅱ 各部分ごと の負担上限月額の算出内訳 

  ①食費、 ②福祉部分の自己負担、 ③医療部分の自己負担の合計額がⅠで算出

し た負担限度額と なる よ う ①→②→③の各部分ごと の順番で負担上限月額を

設定し ていく 。 （ 端数については切捨て）  

 

  注 平成 22 年４ 月以降は、 低所得者（ 市町村民税非課税世帯に属する者） に

係る 福祉部分の負担上限月額は０ 円と なっ ている が、 医療型個別減免にお

ける 食費負担限度額及び医療部分の負担上限月額の決定に当たっ ては、 従

前（ 平成 22 年３ 月以前） どおり 、 いっ たん福祉部分の利用者負担が発生す

る も のと し て計算する こ と と なる 。 （ 最後に、 当該計算の過程で算出さ れ

た福祉部分の負担上限月額を ０ 円に置き 換える。 ）  

 

① 食費負担限度額 

食費負担限度額（ 月額） ＝食事療養及び生活療養に係る標準負担額×31 日 

※ 対象者の健康保険上の標準負担額を確認するこ と 。  

 

② 福祉部分の負担上限月額 

ア 福祉部分の１ 割負担額と 所得区分に応じ た福祉部分の従前（ 平成 22 年３

月以前） の負担上限月額を比較し 、 小さ い額を 選定する。  

( 低所得２ であれば、 月額単位（ ＊） ×10 円×30. 4 日×0. 1 と 24, 600 円を

比較する。 )  

＊ 利用する施設に応じ 、 平均単位数を あら かじ め設定する。  

 

 

 

 ☆ケース１  ①で算出し た食費負担限度額＋②アで選定し た福祉部分

の負担上限月額＋その他生活費＞認定収入額と なる場合 

 

②イ  福祉部分の負担上限月額 ＝ 認定収入額－（ その他生活費＋①）  

 

③ 医療部分の負担上限月額 ＝ ０ 円 

 

☆ケース２  ①で決定し た食費負担限度額＋②アで選定し た福祉部分 

の負担上限月額＋その他生活費＜認定収入額と なる 場合 

 

②’ イ  福祉部分の負担上限月額 ＝ ②アで選定し た額 
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③’ 医療部分の負担上限月額 

※ 医療部分の１ 割負担額と 所得区分に応じ た医療部分の負担上限月額を

比較し 、 小さ い額を選定する。 ‥‥Ａ  

 

※ 医療部分の１ 割負担額については、 利用施設等の平均医療費等で設

定 

 

医療部分の負担上限月額 

＝認定収入額－（ その他費用＋①＋②’ イ ） ‥‥Ｂ  

       

も し 、 Ｂ ＞Ａ であるなら ば、 Ａ の額が医療部分の負担上限月額と なる。  

  また、 Ａ ＞Ｂ であるなら ば、 Ｂ の額が医療部分の負担上限月額と なる。  

 

Ⅲ 各部分ごと の負担上限月額の決定 

Ⅱにより 算出さ れた福祉部分の負担上限月額を ０ 円に置き 換える。  

その結果、 平成 22 年４ 月以降の各部分ごと の負担上限月額は、  

 

  ☆ Ⅱのケース１ の場合 

   ① 食費負担限度額（ 月額） ＝食事療養等に係る標準負担額×31 日 

   ② 福祉部分の負担上限月額＝０ 円 

   ③ 医療部分の負担上限月額＝０ 円 

 

  ☆ Ⅱのケース２ の場合 

   ① 食費負担限度額（ 月額） ＝食事療養等に係る標準負担額×31 日 

   ② 福祉部分の負担上限月額＝０ 円 

   ③ 医療部分の負担上限月額＝Ⅱの③’ によ り 算出し た額 

 

○ 受給者証には、 決定し た食費負担限度額、 福祉部分の負担上限月額、 医

療部分の負担上限月額を 記載する。  

 

○ なお、 医療型個別減免によ っ て当初の負担上限月額から 引き 下げら れた

額については、  

・  医療部分： 療養介護医療費 

により 給付さ れるこ と になる。  
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計算例１  低所得２ で負担限度額が 55, 000 円 医療費の１ 割負担 

額 50, 000 円で療養介護利用の場合 867 単位 

（ 認定収入額 83, 000 円）  

 

① 食費について 

 

低所得２ で食事療養費標準負担額 480 円（ １ 日当たり ） ×31 日＝14, 880 円 

（ ※対象者の健康保険上の標準負担額を確認するこ と 。 ）  

 

② 福祉部分の負担上限月額について 

  

867 単位×10 円×30. 4 日×0. 1＝26, 356 円 

上記により 計算し た金額と 福祉部分の従前の負担上限月額 24, 600 円を比

較し 、 低い金額を 選定。 こ の場合は、 24, 600 円と なる。  

 

14, 880 円＋24, 600 円＋28, 000 円＜83, 000 円 → ケース２  

   

よ っ て、 福祉部分の負担上限月額（ 計算過程における 負担上限月額） は、

24, 600 円 

 

③ 医療部分の負担上限月額について 

 

医療費の１ 割 50, 000 円と 医療部分の負担上限月額 24, 600 円を 比較し 、

低い金額である 24, 600 円を 選定‥‥Ａ  

83, 000 円－（ 28, 000 円＋14, 880 円＋24, 600 円） ＝15, 520 円‥Ｂ  

      Ａ ＞Ｂ のため、 15, 520 円 

 

   【 各部分ごと の負担上限月額の決定】  

福祉部分の負担上限月額             ０ 円 

（ ←②で算出し た 24, 600 円を ０ 円に置き 換える。 ）  

     医療部分の負担上限月額           15, 520 円 

     食費負担限度額                   14, 880 円 

             計                       30, 400 円 と なる。  
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計算例２  低所得１ で負担限度額が 41, 000 円 医療費の１ 割負担 

額 50, 000 円 療養介護利用の場合 867 単位 

（ 認定収入額 66, 000 円）  

 

① 食費について 

 

低所得１ で食事療養費標準負担額 480 円（ １ 日当たり ） ×31 日＝14, 880 円 

（ ※対象者の健康保険上の標準負担額を確認するこ と 。 ）  

 

② 福祉部分の負担上限月額について 

867 単位×10 円×30. 4 日×0. 1＝26, 356 円 

上記により 計算し た金額と 福祉部分の従前の負担上限月額 15, 000 円を 比較

し 、 低い金額を選定。 こ の場合は、 15, 000 円と なる。  

 

14, 880 円＋15, 000 円＋25, 000 円＜66, 000 円 → ケース２  

よっ て、 福祉部分の負担上限月額（ 計算過程における負担上限月額） は、

15, 000 円 

 

③ 医療部分の負担上限月額について 

 

医療費の１ 割 50, 000 円と 医療費負担上限額 15, 000 円を  

比較し 、 低い金額である 15, 000 円を選定‥‥Ａ  

 

66, 000 円－（ 25, 000 円＋14, 880 円＋15, 000 円） ＝11, 120 円‥Ｂ  

     Ａ ＞Ｂ のため、 11, 120 円 

 

【 各部分ごと の負担上限月額の決定】  

福祉部分の負担上限月額             ０ 円 

（ ←②で算出し た 15, 000 円を ０ 円に置き 換える。 ）  

     医療部分の負担上限月額           11, 120 円 

     食費負担限度額                        14, 880 円 

             計                    26, 000 円 と なる。  
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＜20 歳未満の障害者施設入所者及び障害児施設入所者の場合＞ 

 

（ １ ） 【 手続き 等】  

障害者等の申請によ り 、 障害者等の収入を 市町村等が認定する 。 （ 申請がな

ければ、 医療型個別減免は行わない。 ）  

なお、 18、 19 歳の障害者施設に入所する障害者及び障害児施設入所者につい

ては、 保護者等の障害者を監護する 者の属する世帯の所得区分を 認定し て、 決

定する。  

 

（ ２ ） 【 対象者】  

  すべての所得区分の者が対象 

 

（ ３ ） 【 添付書類等】  

  所得区分の設定の際の【 添付書類等】 と 同様 

 

（ ４ ） 【 医療型個別減免の適用に当たっ ての算定手順】  

Ⅰ 負担限度額の算定方法 

地域で子ども を 育てる ために通常必要な費用から 、 その他生活費を 差し 引

いた額と する。  

負担限度額（ 月額）  

＝地域で子ども を 育てるために通常必要な費用－その他生活費 

 

※ 地域で子ども を育てるために通常必要な費用 

一般２  79, 000 円   一般１ 、 低所得１ ・ ２  50, 000 円  

※ その他生活費の額 

  18・ 19 歳 25, 000 円   18 歳未満 34, 000 円（ 注）  

注 児童福祉法第 24 条の 24 第１ 項又は第２ 項の規定により 、 引き 続き、 障害児入

所給付費等を支給するこ と ができるこ と と さ れた 18 歳以上 23 歳未満の障害者は

障害児と みなさ れるため、 「 18 歳未満」 と し て算定する。  

 

 

Ⅱ 各部分ごと の負担上限月額の算出内訳 

①福祉部分の自己負担、 ②医療部分の自己負担、 ③食費の合計額がⅠで算

出し た負担限度額と なる よ う ①→②→③の各部分ごと の順番で限度額を 設定

し ていく 。 （ 端数については切捨て）  

 

注１  平成 22 年４ 月以降は、 低所得者（ 市町村民税非課税世帯に属する者）

に係る 福祉部分の負担上限月額は０ 円になる が、 医療型個別減免にお

ける 食費負担限度額及び医療部分の負担上限月額の決定に当たっ ては、

従前（ 平成 22 年３ 月以前） どおり 、 いっ たん福祉部分の利用者負担が
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発生する も のと し て計算する こ と と なる 。 （ 最後に、 当該計算の過程

で算出さ れた福祉部分の負担上限月額を ０ 円に置き 換える。 ）  

注２  無償化対象児童の場合、 利用者の実負担は福祉部分が無償と なる が、  

医療型個別減免の決定においても 、 所得区分に応じ た利用者負担上限

月額を 決定し 、 受給者証に無償化対象児童である こ と を 付記する こ と 。  

なお、 食費及び医療部分は無償化の対象外。  

 

① 福祉部分の負担上限月額 

福祉部分の１ 割負担額と 所得区分に応じ た福祉部分の従前の負担上限月

額を比較し 、 小さ い額を 選定する。  

( 低所得２ であれば、 月額単位×10 円×30. 4 日×0. 1 と 15, 000 円*を比

較する。 )  

 

＊ 低所得１ ・ ２ 、 一般１ の場合も 、 ②以降の算出上 15, 000 円（ 15, 000

円を 下回る場合は、 福祉部分の１ 割負担額） で計算する。 最終的な福祉

部分の負担上限月額は、 低所得１ ・ ２ については０ 円と 、 一般１ につい

ては福祉部分の１ 割負担額と 9, 300 円のいずれか小さ い額と なる。  

 

②ア 医療部分の負担上限月額 

医療費の１ 割負担額※と 所得区分に応じ た医療部分の負担上限月額を

比較し 、 小さ い額を 選定する。  

 

※ 医療部分の１ 割負担額については、 利用施設等の平均医療費等で

設定 

 

 

 

☆ケース１  ①で選定し た福祉部分の負担上限月額＋②アで選定し た医

療部分の負担上限月額＋その他生活費＞地域で子ども を 育て

る ために通常必要な費用と なる場合 

 

②イ  医療部分の負担上限月額 

＝地域で子ども を 育てる ために通常必要な費用－（ その他生活費＋①）  

 

③ 食費負担限度額（ 月額）  ０ 円 

 

 

☆ケース２  ①で選定し た福祉部分の負担上限月額＋②アで選定し た

医療部分の負担上限月額＋その他生活費＜地域で子ども を

育てるために通常必要な費用と なる場合 
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②’ イ  医療部分の負担上限月額 ＝ ②ア 

 

③’ 食費負担限度額（ 月額）  

 

食事療養費標準負担額×31 日‥‥Ａ  

地域で子ど も を 育てる ために通常必要な費用－（ その他生活費＋①＋

②’ イ ） ‥‥Ｂ  

も し 、 Ｂ ＞Ａ であるなら ば、 Ａ の額が食費負担限度額と なる。  

も し 、 Ａ ＞Ｂ であるなら ば、 Ｂ の額が食費負担限度額と なる。  

 

○ 受給者証には、 決定し た福祉部分の負担上限月額、 医療部分の負担上限

月額、 食費負担限度額を 記載する。  

 

○ なお、 医療型個別減免によっ て当初の負担上限月額から 引き 下げら れた

額については、  

・  医療部分： 障害児入所医療費※ 

・  食費： 障害児入所医療費※ 

により 給付さ れるこ と になる 。  

 

 ※ 療養介護を 利用する 場合にあっ ては、 「 障害児入所医療費」 は「 療養介護医

療費」 と 置き 換える。  
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※計算例１  17 歳で医療型障害児入所施設に入所 低所得２   

867 単位 医療費の１ 割負担額 60, 000 円 

 

① 福祉部分の負担上限月額について 

867 単位×10 円×30. 4 日×0. 1＝26, 356 円 

上記により 計算し た金額と 算出上の負担上限月額 15, 000 円を 比較し 、

低い金額である 15, 000 円を こ の後の計算に用いる。 実際の負担金額は、

０ 円と なる。  

 

②ア 医療部分の負担上限月額について 

 医療費の１ 割 60, 000 円と 医療部分の負担上限月額 24, 600 円を比較し 、

低い金額である 24, 600 円を 選定 

15, 000 円＋24, 600 円＋34, 000 円＞50, 000 円 →ケース１  

 

②イ  医療部分の負担上限月額について 

50, 000 円－（ 34, 000 円＋15, 000 円） ＝1, 000 円 

 

③ 食費負担限度額 ０ 円 

 

      福祉部分の負担上限月額      ０ 円 

      医療部分の負担上限月額    1, 000 円 

      食費負担限度額            ０ 円 

計           1, 000 円 と なる。  
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※計算例２  17 歳で医療型障害児入所施設に入所 一般２  146 単位 

医療費の１ 割負担額 60, 000 円 

 

① 福祉部分の負担上限月額について 

 146 単位×10 円×30. 4 日×0. 1＝4, 438 円 

上記により 計算し た金額と 福祉部分の負担上限月額 37, 200 円を 比較し 、

低い金額である 4, 438 円に決定 

 

②ア 医療部分の負担上限月額について

医療費の１ 割 60, 000 円と 医療部分の負担上限月額 40, 200 円を比較し 、

低い金額である 40, 200 円を 選定 

4, 438 円＋40, 200 円＋34, 000 円＜79, 000 円 →ケース２  

 

②’ イ  医療部分の負担上限月額 

40, 200 円 

 

③’ 食費負担限度額について 

 

一般２ で食事療養標準負担額 780 円（ １ 日当たり ） ×31 日＝24, 180 円

‥‥Ａ  

 

地域で子ど も を 育てる ために通常必要な費用－（ その他生活費＋①＋

②’ イ ） ＝79, 000 円－（ 34, 000 円＋4, 438 円＋40, 200 円） ＝362 円‥‥

Ｂ  

         

Ａ ＞Ｂ のため、 362 円 

 

福祉部分の負担上限月額     4, 438 円 

      医療部分の負担上限月額    40, 200 円 

      食費負担限度額           362 円 

計           45, 000 円 と なる。  
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４  補足給付の認定について 

 

＜施設入所者の場合＞ 

 

○ 障害者施設入所者及び障害児施設入所者（ ※１ ） の低所得者にかかる 食費・

光熱水費の実費負担を 軽減する ため補足給付（ 障害者については特定障害者特別

給付費、 障害児（ ※２ ） については特定入所障害児食費等給付費） を 支給する。  

○ 補足給付を支給するに当たっ ては、 支給決定時に 20 歳以上の障害者入所者で

ある場合については、 手元に一定額が残るよう 、 補足給付を 支給する。 また、 支

給決定時に 20 歳未満の障害者又は障害児施設入所者である場合については、 地

域で子ども を養育する ために通常要する程度の負担と なるよう に補足給付を 支給

する。  

 

 年齢については、 利用者負担見直し 時に確認する。  

 

※１  住民票が入所（ 入居） 前の世帯に残っ ている 場合（ 配偶者が同一の住

民票にある 場合を 除く 。 ） であっ ても 、 補足給付の対象と し て差し 支えな

い。 なお、 配偶者が同一の住民票にある 場合であっ ても 、 市町村等におい

て、 単身世帯と 同様の生活状況にある と 個別に判断し た場合においては、

住民票が施設等になく ても 、 補足給付の対象と し て差し 支えない。  

※２  児童福祉法第 24 条の 24 第１ 項又は第２ 項の規定により 、 引き 続き 、 障

害児入所給付費等を支給するこ と ができ るこ と と さ れた 18 歳以上 23 歳未満

の障害者を 含む。  

 

Ⅰ 支給決定時に 20 歳以上の障害者施設入所者 

（ １ ） 【 手続き 等】  

   障害者の申請によ り 、 障害者の収入額を 市町村等が認定する 。 （ 負担上限

月額の認定の申請と 併せて行う 。 ）  

こ のため、 現在すでに入所し ている 障害者については、 申請を 出すよ う に

周知するこ と が必要。  

 

（ ２ ） 【 補足給付の対象者】 ・ ・ ・ 生活保護、 低所得（ 低所得１ ・ ２ ） の者 

 

（ ３ ） 【 添付書類等】  

＜収入の状況が分かる書類＞ 

（ 所得区分の設定の添付書類で足り る場合はそれにより 確認）  

  ① 本人の収入額が分かるも の 

   ・  年金証書、 振込通知書、 手当の証書等 

・  工賃等の就労収入額の証明書（ 通所し ている先の事業所等の証明）  

   ・  源泉徴収票 
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・  市町村の課税・ 非課税証明書 

   ・  その他申告の内容により 必要と 認めら れる書類 

  ② 必要経費の額が分かるも の 

・  市町村の課税・ 非課税証明書 

・  国民健康保険の保険料等を 納付し た証明書等 

ただし 、 申告の内容に虚偽の疑いがある と 市町村等が判断し た場合等につ

いては、 必要に応じ て調査を行う こ と と する。  

 

（ ４ ） 【 具体的な認定方法】  

○ 原則と し て、 負担上限月額の認定の申請と 併せて行う 。  

○ 収入額については、 申告の際に必要な通帳の写し や税の証明書等が添付

さ れていればよ いこ と と する 。 （ 所得区分の設定の際の添付書類を 活用す

る）  

○ 補足給付の算定に係る収入額については、  

障害福祉サービ スを 受ける 日の属する 前年（ 障害福祉サービ スを 受ける

日の属する 月が１ 月～６ 月である 場合にあっ ては、 前々年） の収入の合計

額を 12 で除し た額（ 端数については切捨て） を も と に算出する。 （ 年間の

収入、 前年の収入を 把握する こ と が困難な場合は、 平均的な月収と し て市

町村等が認める額と する。 ）  

   その際、 ウの障害福祉サービ スのあっ た月の属する 前年（ 障害福祉サー

ビ スのあっ た月が１ 月～６ 月である 場合にあっ ては、 前々年） にかかる 必

要経費を 12 で除し た額（ 端数については切捨て。 ） を イ から 控除し た額を

も と に負担額を算定するこ と 。  

 

   ア） 負担を 取ら ない収入 

○ 特定目的収入・ ・ 国、 地方公共団体等から 特定の目的に充てる た

めに支給さ れるも の 

・  地方公共団体から 医療費の自己負担分と し て支給さ れる手当 

 ・  原子爆弾被爆者に対する 援護に関する 法律によ り 支給さ れる 医

療特別手当及び特別手当のう ち 、 生活保護基準の放射線障害者加

算に相当する額 

・  児童手当法によ り 支給さ れる 児童手当等利用者本人の生活費以

外の用途に充てるこ と と さ れている金銭 

・  生活保護法において収入と し て認定さ れないこ と と さ れている

収入 

※ 心身障害者扶養共済の給付金については、 生活保護法におい

て収入と し て認定さ れないこ と と さ れている 収入と し て認定す

る。  

※ 地方公共団体又はその長から 家賃補助等の施設に入所するこ と によっ てか

かる費用について補助するも のについては、 すでに補足給付により 施設に入



厚生労働省 社会・ 援護局 障害保健福祉部 

こ ど も 家 庭 庁  支 援 局 

 

（ 補足給付）  

 
 

33 

所するこ と により かかる食費・ 光熱水費等について公費が給付さ れているた

め、 特定目的収入と し ない。  

    

○ その他障害福祉サービ スに要する 費用に充てる こ と ができ ない収

入と し て市町村が認めた収入 

 

イ ） 負担を取る収入（ アを除く 収入）  

① 就労等収入・ ・ 就労によ り 得た収入又は国によ り 稼得能力の補填

と し て給付さ れる収入 

      ( 1)  就労収入 

・  工賃等の就労により 得た収入 

( 2)  年金等収入 

      ・  負担上限月額の区分のう ち低所得１ の収入額が 80 万円と し て算

定さ れる も ののう ち 、 ②の公的年金等、 ③その他主務省令で定め

る給付と 同じ 給付 

      ・  雇用保険による失業等給付、 健康保険の傷病手当 

・  その他地方公共団体等が支給する も ののう ち 、 公的年金に相当

するも のと し て市町村等が判断するも の 

（ 公的年金に相当するも の）  

・  外国籍の無年金の障害者に対し て年金と 同様の額を 地方公共団

体が支給するも の等 

 

※ 年金生活者支援給付金については、 生活保護法において収入と

し て認定さ れるため、 こ れに該当する。  

 

② その他の収入・ ・ イ ①以外（ アを 除く ） のすべての収入 

      ・  不動産等による家賃収入 

・  地方公共団体から 支給さ れる 手当（ ①に該当し な い福祉手当

等） 。 ただし 生活保護法において収入と し て認定さ れない額までは

認定し ない。  

      ・  親等から の仕送り   等 

 

ウ） 必要経費と するも の 

・  租税の課税額 

・  社会保険料（ 65 歳以上の施設入所者については、 介護保険料を 除

く 。 ）  
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（ ５ ） 【 具体的な計算方法】  

 ○ 補足給付については、 日額（ ※） と し て額を 確定する。  

  ※ グループホーム居住者に対する 補足給付は、 月額と し て額を 確定する

こ と に注意するこ と 。  

 ○ 算定手順と し ては、 月収を も と に算定し た月額の補足給付を 30. 4 で除し

て日額を 算定（ １ 円未満切り 上げ） する 。  

 

① 上記イ から ウを 控除し た額を 12 で除し て得た額（ 端数については、 切

捨て。 以下「 認定収入額」 と いう 。 ） から 24, 000 円までの就労収入額の

全額と 24, 000 円を 超える就労収入額があっ た場合は超えた額に 30％を 乗

じ て 得た 額を 除し て 得た額（ 以下「 控除後認定収入額」 と いう 。 ） が

66, 667 円以下の場合 

 

 ※ その他生活費の額（ 補足給付の算定の際に用いる額）  

a b 及び c 以外の者 2. 5 万円 

b 障害基礎年金１ 級受給者、 60 歳～64 歳の者、 65 歳以上で施設入所支援に合

わせ生活介護を利用する者 2. 8 万円 

c 65 歳以上（ 施設入所支援に合わせ生活介護を 利用する者を 除く ）  3. 0 万円 

 

   負担限度額（ 月額） ＝控除後認定収入額－その他生活費の額※ 

   補足給付額（ 月額） ＝55, 500 円－負担限度額（ 月額）  

   補足給付額（ 日額） ＝補足給付額（ 月額） ÷30. 4（ １ 円未満切り 上げ）  

    実際に要し た費用が補足給付額を 下回る 場合は、 実際に要し た費用を

補足給付額と する。  

    

② 控除後認定収入額が 66, 667 円を超える場合 

   負担限度額（ 月額） ＝（ 66, 667 円－その他生活費） ＋（ 控除後認定収入

額－66, 667 円） ×50％ 

補足給付額（ 月額） ＝55, 500 円－負担限度額（ 月額）  

補足給付額（ 日額） ＝補足給付額（ 月額） ÷30. 4（ １ 円未満切り 上げ）  

実際に要し た費用が補足給付額を 下回る 場合は、 実際に要し た費用を 補

足給付額と する。  

 

  ○ 補足給付については、 負担限度額と 55, 500 円の差額を補足給付額と し て

確定し 、 施設において実際に要し た費用が 55, 500 円を下回っ た場合につい

て、 補足給付額を 減額する 取扱いはし ない。 ただし 、 実際に要し た費用以

上に補足給付を 支払う こ と がないよ う 、 実際に要し た費用が補足給付額を

下回る場合は、 実際に要し た費用まで減額し て支払う こ と と する。  

 

○ 食費等にかかる 実費負担額と し て、 補足給付額を 算定する 際に計算し た
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負担限度額以上、 実費等負担にかかる 費用を 事業者が利用者から 徴収し て

いた場合は、 補足給付は支給し ないこ と する。  

こ れは、 食費等の実費負担について、 低所得者から 負担限度額を 超える

額の負担を 求めないこ と と する 補足給付を 設けた趣旨を 無にする も のであ

る ため、 限度額を 超えて徴収する こ と を 認めないこ と と する ために設ける

も のである。  

 

  ○ 事業者には、 あら かじ め、 食費、 光熱水費にかかる 実費負担と し て利用

者から 徴収する 額（ 補足給付額と 実際に実費と し て徴収する 額） を 契約書

に明示する こ と を 義務付け、 事業者はその額を 都道府県に届け出る こ と 等

によ り 、 事業者が利用者よ り 徴収し ている 負担額について確認する こ と と

する。  

 

（ ６ ） 【 補足給付支給に当たっ ての算定手順】  

○ 具体的な認定や負担額の算定手順は以下の方法が考えら れる。  

① 補足給付の対象者である こ と の認定を行う 。  

市町村民税世帯非課税者又は生活保護受給者であるこ と を確認する。  

  ※ 生活保護受給者については、 ②～④の手続は不要である。  

 

② 対象者の月収の把握及び収入の種類の分類を 行う 。  

対象者の年間収入を 、 Ⅰ－①特定目的収入、 Ⅰ－②その他障害福祉サービ

スに要する 費用に充てる こ と ができ ない収入と し て市町村が認めた収入Ⅱ

－①就労収入、 Ⅱ－②年金等収入、 Ⅲその他の収入の ５ つに分類し 、 それ

ぞれを 12 で割る。 （ 月収の算定。 端数については切捨て） 年収が不明の場

合は、 平均的な月収と し て考えら れる額を 認定する。  

必要経費についても 、 年間分を 12 で割る。 （ 端数については切り 捨て）  

 

③ 月収から 、 必要経費を控除する。 （ 認定月収額の算定）  

②で算定し た月収のう ち 、 Ⅲその他の収入から 必要経費を 控除。 必要経費

の額がその他の収入よ り 多い場合は、 控除し た残り の額を Ⅱ－②年金等収

入、 Ⅱ－①就労収入の順に控除。  

※以下、 額の算定において、  

・  就労収入 

・  年金等収入  

・  その他の収入 

については、 それぞれ必要経費控除後の額と する。  

 

④ 就労収入控除額の算定 

  就労収入控除額は、 次の区分により 算定し た額と する。  

 ア 就労収入が 24, 000 円以下の場合 
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   就労収入の額 

 イ  就労収入が 24, 000 円を超える場合 

   24, 000 円＋（ 就労収入－24, 000 円） ×30％ 

 

  ⑤ 負担限度額及び補足給付額の算定 

  負担限度額及び補足給付額は、 次の区分により 算定し た額と する。  

ア 認定月収額から 就労収入控除額を控除し て得た額が 66, 667 円以下であ

る場合（ ウの場合を除く 。 ）  

・  負担限度額（ 月額） ＝認定月収額－就労収入控除額－その他生活費

の額 

 （ 注） 計算上の負担限度額が 22, 000 円を 下回る場合も 、 当該算定額と

する（ ０ 円を 下回る場合は０ 円） 。  

    ・  補足給付額（ 月額） ＝55, 500 円－負担限度額（ 月額）  

    ・  補足給付額（ 日額） ＝補足給付額（ 月額） ÷30. 4（ １ 円未満切り 上

げ）  

 

イ  認定月収額から 就労収入控除額を 控除し て得た額が 66, 667 円を 超える

場合（ ウの場合を 除く 。 ）  

・  負担限度額（ 月額） ＝（ 66, 667 円－その他生活費の額） ＋（ 認定月

収額－66, 667 円－就労収入控除額） ×50％ 

・  補足給付額（ 月額） ＝55, 500 円－負担限度額（ 月額）  

・  補足給付額（ 日額） ＝補足給付額（ 月額） ÷30. 4（ １ 円未満切り 上

げ）  

 

   ウ 生活保護受給者の場合 

    ・  負担限度額（ 月額） ＝０ 円 

    ・  補足給付額（ 月額） ＝55, 500 円 

・  補足給付額（ 日額） ＝55, 500 円÷30. 4＝1, 825. 6＝1, 826（ １ 円未満

切り 上げ）  

 

Ⅱ 支給決定時に 20 歳未満の障害者施設入所者又は障害児施設入所者 

（ １ ） 【 手続き 等】  

   障害者等の申請によ り 、 負担上限月額の所得区分に応じ て、 市町村等が認

定する。  

こ のため、 現在すでに入所し ている 障害者等については、 申請を 出すよ う

に周知するこ と が必要。  

なお、 18、 19 歳の障害者施設に入所する 障害者及び障害児施設入所者につ

いては、 保護者等の障害者を 監護する 者の属する 世帯の所得区分を 認定し て、

決定する。  
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（ ２ ） 【 補足給付の対象者】  

すべての所得区分の者が対象 

 

（ ３ ） 【 具体的な認定方法】  

○ 原則と し て、 負担上限月額の認定の申請と 併せて、 補足給付の申請を 行

う 。  

○ 負担上限月額に係る 所得区分に応じ て下記の額を 給付。 （ ただし 、 実際

に要し た費用が補足給付額を 下回る 場合は、 実際に要し た費用を 補足給付

額と する。 ）  

○ 補足給付については、 負担限度額と 55, 500 円の差額を 補足給付額と し て

確定し 、 施設において実際に要し た費用が 55, 500 円を下回っ た場合につい

て、 補足給付額を 減額する 取扱いはし ない。 ただし 、 実際に要し た費用以

上に補足給付を 支払う こ と がないよ う 、 実際に要し た費用が補足給付額を

下回る場合は、 実際に要し た費用まで減額し て支払う こ と と する。  

 

① 生活保護世帯、 低所得（ 低所得１ ・ ２ ） 、 一般１  

補足給付額（ 月額） ＝25, 000 円*（ その他生活費） ＋15, 000 円**（ 自己負担相

当額） ＋55, 500 円－50, 000 円（ 地域で子ども を養育するのに通

常要する費用） =45, 000 円 

補足給付額（ 日額） ＝45, 000÷30. 4＝31, 496. 7＝1, 497 円（ １ 円未満切上げ）  

 

② 一般２   

補足給付額（ 月額） ＝25, 000 円*＋自己負担相当額***＋55, 500 円－79, 000 円

（ 地域で 子ど も を 養育する のに通常要する 費用（ 所得階層ご

と ） ）  

補足給付額（ 日額） ＝補足給付額（ 月額） ÷30. 4（ １ 円未満切り 上げ）  

 
*   18 歳未満（ 注） の場合は、 34, 000 円と する 。 ( 18 歳、 19 歳の障害者施設入所者場合は

25, 000 円)  

注 児童福祉法第 24 条の 24 第１ 項又は第２ 項の規定により 、 引き 続き 、 障害児入所給付費

等を 支給する こ と ができ る こ と と さ れた 18 歳以上 23 歳未満の障害者は障害児と みなさ れ

るため、 「 18 歳未満」 に含まれる 。  

**  生活保護、 低所得（ 低所得１ ・ ２ ） 、 一般１ の世帯の自己負担相当額は、 当該利用者に係る

単価（ 各加算を 含む。 ） ／日×30. 4×0. 1 により 算出し たも のと 15, 000 円を 比べ、 いずれか

低い額と する。  

*** 一般２ の世帯の自己負担相当額は、 当該利用者に係る単価（ 各加算を 含む。 ） ／日×30. 4×

0. 1 によ り 算出し たも のと 37, 200 円を 比べ、 いずれか低い額と する 。  
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＜グループホーム居住者の場合＞ 

 

○ グループホーム居住者の低所得者に係る 家賃の実費負担を 軽減する ため補足

給付（ 特定障害者特別給付費） を 支給する。  

○ 補足給付の額は、 月１ 万円（ 家賃の額が１ 万円を 下回る 場合は、 当該家賃の

額） と する。  

 

※ 住民票が入居前の世帯に残っ ている 場合（ 配偶者が同一の住民票にある

場合を 除く 。 ） であっ ても 、 補足給付の対象と し て差し 支えない。 なお、

配偶者が同一の住民票にある 場合であっ ても 、 市町村において、 単身世帯

と 同様の生活状況にある と 個別に判断し た場合においては、 住民票が施設

等になく ても 、 補足給付の対象と し て差し 支えない。  

 

（ １ ） 【 手続き 等】  

障害者の申請によ り 市町村等が認定する。  

 

（ ２ ） 【 補足給付の対象者】 ・ ・ ・ 生活保護、 低所得(低所得１ ・ ２ )の者 

 

（ ３ ） 【 添付書類等】  

① 利用者（ 配偶者がいる 場合は、 配偶者を 含む。 ） の市町村民税の課税状

況等が分かる資料 

・  市町村の証明書（ 市町村民税の課税・ 非課税の状況）  

・  生活保護世帯であれば、 福祉事務所の証明書等 

※ 所得区分の設定の添付書類で足り る場合はそれにより 確認 

② グループホームに係る家賃の額の分かるも の 

・  契約書、 事業者の証明書等 

 

※ 申告の内容に虚偽の疑いがある と 市町村が判断し た場合等については、 必

要に応じ て調査を行う こ と と する。  

 

（ ４ ） 【 具体的な認定方法】  

○ 原則と し て、 負担上限月額の認定の申請と 併せて行う 。  

○ 補足給付の対象者であるこ と の認定を行う 。  

市町村民税世帯非課税者又は生活保護受給者であるこ と を 確認する。  

○ 補足給付については、 月額（ ※） と し て額を確定する。  

月額１ 万円と し て決定する 。 ただし 、 グループ ホームに係る 家賃の月額

が１ 万円を 下回る場合は、 当該家賃の額を 補足給付の額と し て決定する。  
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第２ ． 生活保護・ 境界層対象者に対する負担軽減措置について 

 

※ 平成 18 年３ 月 31 日社援保発第 0331007 号厚生労働省社会・ 援護局保護課長通

知「 障害者自立支援法施行規則第 27 条等の規定が適用さ れる要保護者（ 境界層

該当者） に対する保護の実施機関における取扱いについて」 を参照さ れたい。  
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第３ ． 高額障害福祉サービス等給付費等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  支給額 

 （ １ ） 世帯における 利用者負担額が、 高額障害福祉サービ ス等給付費算定基準額、 高額障害

児通所給付費算定基準額又は高額障害児入所給付費算定基準額（ ３ ①又は②の額。 以下

「 基準額」 と いう 。 ） を 超える 場合に、 高額障害福祉サービ ス等給付費、 高額障害児通所

給付費又は高額障害児入所給付費（ 以下「 高額障害福祉サービ ス等給付費等」 と いう 。 ）

を 支給する。 （ 世帯での負担額が基準額を 超えないよ う に支給する 。 ） （ 注１ ）  

 

 （ ２ ） 一人当たり の支給額 

  ・ 一人当たり 支給額 ・ ・ ・ （ 利用者負担世帯合算額（ 世帯全体の２ ①～⑤の合計額）  

－基準額（ ３ ①又は②の額） ） ×支給決定障害者等按分率 
              （ 端数が生じ た場合は世帯での負担額が基準額と 同額になるよう 、 適宜割り 振っ て

端数を 処理する も のと する 。 )  

 

  ・ 支給決定障害者等按分率＝支給決定障害者等利用者負担合算額（ 一人当たり の２ ①～⑤

の負担額） ／利用者負担世帯合算額 
                    （ 支給決定障害者等按分率を 算定する際には、 端数処理し ない。 ）  

                                               

２  合算の対象と する費用 
  同一世帯に属する 者が同一の月に受けたサービス等により かかる ①～⑤の負担額を 合算する 。  

 ① 障害者総合支援法に基づく 介護給付費等に係る利用者負担額 
（ 介護給付費、 訓練等給付費、 特例介護給付費、 特例訓練等給付費）  

② 介護保険の利用者負担額 
（ 高額介護サービス費・ 高額介護予防サービス費によ り 償還さ れた費用を 除く 。 ）  

ただし 、 同一人が障害福祉サービ スを 併用し ている 場合に限る。  

③ 補装具費に係る利用者負担額 
   ただし 、 同一人が障害福祉サービ ス等を 併用し ている 場合に限る 。  

④ 児童福祉法に基づく 障害児通所給付費に係る利用者負担額  

⑤ 児童福祉法に基づく 障害児入所給付費に係る利用者負担額 

   

３  高額障害福祉サービス等給付費等算定基準額（ 注２ ）  

① 市町村民税課税世帯に属する者（ 一般１ ・ ２ ） ・ ・ ・ 37, 200円             

② 市町村民税非課税世帯に属する 者（ 注３ ） （ 低所得（ 低所得１ ・ ２ ） 及び生活保護世帯 

・ ・ ・ ０ 円 

 

○ 同一世帯に障害福祉サービス等を 利用する者が複数いる場合等に、 世帯の負担を 軽減する

観点から 、 償還払い方式により 、 世帯における利用者負担を 負担上限月額まで軽減を 図る。  

○ 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律及び児童福祉法の一部を 改

正する法律（ 平成 28 年法律第 63 号） によ り 追加さ れた「 新高額」 （ 高齢障害者の介護保険

サービ ス利用者負担軽減措置） については、 Ｐ 55～「 第４  新高額障害福祉サービ ス等給付

費に係る 要件等について」 等を 参照。  
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（ 注１ ）  

18 歳未満の兄弟で障害児入所施設に入所し ている 場合など、 障害児入所支援を 受ける障害児が同一の

世帯に複数いる 場合の利用者負担額については、 入所給付決定保護者は一人である こ と から 、 当該保

護者について一の障害児入所支援負担上限月額が適用さ れる 。 （ 高額障害児入所給付費によ っ て償還

が行われる も のではない。 障害児通所給付費も 同様。 ）  

また、 同一世帯に介護給付費等、 障害児通所給付費等又は障害児入所給付費のう ち二以上を 受けてい

る 者がいる 場合には、 各条項における 高額障害福祉サービ ス等給付費等によ る 償還がなさ れる も ので

ある （ いずれかの法律でま と めて償還する こ と はし ない。 ） 。 こ の場合に合算の対象と する 費用は、

各条項によ る高額障害福祉サービス等給付費等の償還前の利用者負担額である こ と に留意さ れたい。  

医療部分（ 食事療養に係る 標準負担額を 含む。 ） に係る 利用者負担額については、 高額療養費と し て

償還さ れる も のであり 、 高額障害児通所給付費又は高額障害児入所給付費によ る 償還の対象と なら な

いこ と に留意さ れたい。  

 
 

（ 注２ ）  

① 世帯見直し 対象者は障害者と その配偶者に係る 負担額のみを 合算する 。 ただし 、 住民票上の同一

世帯に障害児がいる 場合は当該障害者を 含めて障害児に係る 高額障害福祉サービ ス等給付費等を 算

定する 。 なお、 障害児の保護者が障害者である 場合は当該障害者及び配偶者のみで障害児に係る 高

額障害福祉サービス等給付費等を 算定する こ と と する 。  

 

② 生活保護への移行予防措置の適用を 受け、 低所得者（ 市町村民税非課税世帯に属する 者） と し て

扱われている者については、 当該額と する 。  

 

③ 高額障害福祉サービ ス等給付費等の特例については、 以上の他に、 （ １ ） 費用の合計（ ２ （ １ ）

②関係） 、 （ ２ ） 障害児の特例がある 。 それぞれの取扱いについてはＰ 43ページ以降を 参照のこ

と 。  

 

（ 注３ ）  

平成22年４ 月から 、 低所得者（ 市町村民税非課税世帯に属する 者） の負担上限月額及び高額障害サ

ービ ス等給付費算定基準額が０ 円と なる こ と に伴い、 低所得者については、 特例介護給付費等を 受け

た場合にのみ、 高額障害福祉サービ ス等給付費が支給さ れるこ と と なる。  

なお、 詳細については、 Ｐ 46～Ｐ 47ページの２ ． （ １ ） 「 ② 介護保険サービ スと の合算の特例」

を 参照のこ と 。  
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１  高額障害福祉サービ ス等給付費等の算定の原則 

 

○ 同一世帯に障害福祉サービ ス等を 利用する者が複数いる場合等に、 世帯の負担を 軽

減する 観点から 、 償還払い方式によ り 、 世帯における 利用者負担を 基準額ま で軽減す

る。  

○ 世帯における 利用者負担額が、 基準額を 超える場合に、 高額障害福祉サービス等給

付費等を支給する。  

 

＜ケース１ ＞ 

 

一般２ 世帯で、 それぞれ障害福祉サービスを 利用し ているＡ 、 Ｂ が、 それぞれ上限

額の37, 200円まで利用し ている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （ 判定） 利用者負担世帯合算額が基準額を 上回る場合、 給付の対象と する。  

利用者負担世帯合算額 

  37, 200円＋37, 200円＝74, 400円＞37, 200円 

→Ａ 、 Ｂ と も に高額障害福祉サービス等給付費の対象 

 

  （ 算定） 高額障害福祉サービス等給付費はそれぞれの対象者毎に算定する。  

   Ａ の高額障害福祉サービス等給付費 

   （ 利用者負担世帯合算額－基準額） ×支給決定障害者等按分率＝当該者の高額障害福祉サービ ス等

給付費 

   （ 74, 400 円－37, 200 円） ×37, 200 円／74, 400 円＝18, 600 円 

   Ｂ の高額障害福祉サービス等給付費 

   （ 74, 400 円－37, 200 円） ×37, 200 円／74, 400 円＝18, 600 円 

  

・障害福祉サービスの負担額 

37,200円 

Ａ及びＢの高額障害福祉サービス等給付費等算定

基準額 

高額障害福祉サービス等給付費 

（74,400円－37,200円） 

×37,200円／74,400円＝18,600円 

 

・障害福祉サービスの負担額 

37,200円 

一般２ 

 

一般２ 

 

高額障害福祉サービス等給付費 

（74,400円－37,200円） 

×37,200円／74,400円＝18,600円 
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＜ケース２ ＞ 

 

一般２ 世帯で、 障害福祉サービスと 補装具を 利用し ているＡ と 、 障害福祉サービス

のみを 利用し ているＢ が、 それぞれ上限額の37, 200円まで利用し ている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （ 判定） 利用者負担世帯合算額が基準額を 上回る場合、 給付の対象と する。  

利用者負担世帯合算額 

  37, 200円＋37, 200円＋37, 200円＝111, 600円＞37, 200円 

→Ａ 、 Ｂ と も に高額障害福祉サービス等給付費の対象 

 

  （ 算定） 高額障害福祉サービス等給付費はそれぞれの対象者毎に算定する。  

   Ａ の高額障害福祉サービス等給付費 

   （ 利用者負担世帯合算額－基準額） ×支給決定障害者等按分率＝当該者の高額障害福祉サービ ス 等

給付費 

   （ 111, 600 円－37, 200 円） ×74, 400 円／111, 600 円＝49, 600 円 

   Ｂ の高額障害福祉サービス等給付費 

   （ 111, 600円－37, 200円） ×37, 200円／111, 600円＝24, 800円 

 

 

 

  

・障害福祉サービスの負担額 

37,200円 

Ａ及びＢの高額障害福祉サービス等給付費等算定

基準額 

・障害福祉サービスの負担額 

37,200円 

・補装具の負担額 37,200円 

一般２ 

 

一般２ 

 

高額障害福祉サービス等給付費 

（111,600円－37,200円） 

×37,200円／111,600円＝24,800円 

 

高額障害福祉サービス等給付費 

（111,600円－37,200円） 

×74,400円／111,600円＝49,600円 
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２  高額障害福祉サービ ス等給付費等の算定の特例 

 

（ １ ） 費用の合算の特例 

 

①介護保険のサービスと の合算 

（ ア） 概要 

住民基本台帳上の同一世帯に、 介護保険の利用者がいる 場合、 その利用者負担額

について、 その者が障害福祉サービ スを 併用し ている 場合に限り 、 合算対象と する 。

なお、 合算する 介護保険のサービ スの利用者負担は高額介護サービ ス費・ 高額介護

予防サービス費により 償還さ れたも のを 除く 。  

（ イ ） 事例 

＜ケース１ ＞ 

同一世帯に、 障害福祉サービ スと 介護保険を 利用する Ａ と 介護保険のみ利用する

Ｂ がいる場合。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 注） 高額介護サービス 

費の限度額が 37, 200 円 

の場合 

 

＜具体的な計算方法＞ 

Bは介護保険のみ利用し ているため、 高額障害福祉サービス等給付費の対象外 

Aの負担額を計算し 、 上限額から 負担額を引いた額が支給さ れる。  

その際、 介護保険の利用料は高額介護サービス費による償還後の負担額に基づき 合算する。  

－ 

（介護保険のみ利用の

ため、合算対象外） 

37,200円 

 

高額障害福祉サービス

等給付費等の支給後

の負担額 

15,000円 
 

→11,160円 
 
※高額介護サービス費に

よる償還後負担額（注） 

35,000円 

 

→26,040円 
 
※高額介護サービス費によ

る償還後負担額（注） 

介護保険の 

利用者負担額 

－ 37,200円 
障害福祉サービス等給

付費算定基準額 

B A 一般２の世帯の場合 

Aの負担額が37,200円となるよう、 

高額障害福祉サービス等給付費を26,040円支給 
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○ Aの負担額 

  高額介護サービ ス費によ る 償還後の負担額を も と に合算さ れる ため、 合算さ れる 額は、

26, 040円と 37, 200円の合計額（ 63, 240円） と なる。  

こ の負担額を、 37, 200円の負担と なるよう に、 高額障害福祉サービス等給付費を支給するので、

高額障害福祉サービス等給付費の額は、  

  63, 240（ ＝26, 040＋37, 200） －37, 200＝26, 040円と なる。  
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＜ケース２ ＞ 

 

同一世帯に、 障害福祉サービ スと 介護保険を 利用する Ａ 、 介護保険のみ利用する

Ｂ 及び障害児入所支援を 利用するＣ （ 無償化対象外） がいる場合。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 注） 高額介護サービス費の限度額が 37, 200 円の場合 

＜具体的な計算方法＞ 

Bは介護保険のみ利用し ているため、 高額障害福祉サービス等給付費の対象外。  

Aと Cの一人当たり の負担額を計算し 、 上限額から 負担額を引いた額が支給さ れる。  

その際、 介護保険の利用料は高額介護サービス費による償還後の負担額に基づき 合算する。  

 

A ( 100, 440-37, 200) ×( 26, 040+37, 200) ／( 26, 040+37, 200+37, 200) ＝39, 818（ 償還額）  

 

C ( 100, 440-37, 200) ×37, 200／( 26, 040+37, 200+37, 200)      ＝23, 422（ 償還額）  

 

※ 端数処理については世帯での負担額が基準額と なるよう に割り 振っ て調整 

  

37,200円 

 
－ － 

障害児入所支援の

利用者負担額 

 

13,778円 

－ 

（介護保険のみ利用の

ため、合算対象外） 

 

23,422円 

高額障害福祉サー

ビス等給付費の支

給後の負担額 

－ 

15,000円 
 

→11,160円 
 
※高額介護サービス費に

よる償還後負担額（注） 

35,000円 
 

→26,040円 
 
※高額介護サービス費によ

る償還後負担額（注） 

介護保険の利用者

負担額 

－ － 

 
37,200円 

 

障害福祉サービス

の利用者負担額 

C B A 
一般２の世帯の場

合 

Aと Cの負担額が合わせて37, 200円と なる よ う 、 高額障害福

祉サービス等給付費等を 支給 

（ A・ ・ 39, 818円、 C・ ・ 23, 422円支給）  
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②介護保険のサービスと の合算の特例 

 

（ ア） 概要 

 

合算の対象と する費用のう ち、 介護保険に係る負担額については、 生活保護世帯

又は住民税非課税世帯の場合は、 特例と し て、 負担額の全部を 合算の対象と せず、

０ 円と し て計算する。  

 

（ イ ） 事例 

 

＜ケース３ ＞ 

 

生活保護世帯に属するＡ の場合 

 

○ Ａ の高額障害福祉サービス等給付費算定基準額・ ・ ０ 円 

 

○ Ａ の利用者負担世帯合算額 イ と ロの合計額 

 イ  介護保険・ ・ 10, 000円（ 実際は介護扶助により 支給  → 上記特例によ り 、

合算の対象と すると き は０ 円に引下げ）  

 ロ 障害福祉サービス・ ・ ０ 円（ 上限額）  

 

○ 単純にイ と ロを 合計すると 、 Ａ の利用者負担世帯合算額は、 イ ＋ロ＝10, 000円

と なり 、 高額障害福祉サービ ス等給付費と し て、 10, 000円償還する こ と と なるが、

こ の場合、 特例により 合算の対象と なる費用のう ち、 イ を ０ 円（ 高額障害福祉サ

ービス等給付費算定基準額） まで引き 下げて、 合算する。  

 

○ Ａ の利用者負担世帯合算額 イ  ０ 円（ 特例により 引き 下げた額） ＋ロ  ０ 円

＝０ 円と なり 高額障害福祉サービス等給付費の対象外と なる。   
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 ＜ケース４ ＞ 

 

住民基本台帳上の同一世帯に、 市町村民税課税者がおり 、 介護保険での基準額は

37, 200円（ 市町村民税課税世帯） と なる が、 障害では０ 円（ 市町村民税非課税世帯）

と なる Ｂ の場合 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ Ｂ の利用者負担世帯合算額 イ と ロの合計額 

    イ  介護保険・ ・ 30, 000円  → 合算の対象と する 費用の特例により 、 合算の対象と すると き

は、 ０ 円まで引き 下げ 

    ロ  障害福祉サービ ス・ ・ ０ 円 

   

  ○ こ の場合、 単純にイ と ロを 足し 算すると 、 Ｂ の利用者負担世帯合算額は、 イ ＋ロ ＝30, 000円と な

り 、 高額障害福祉サービ ス等給付費と し て、 30, 000円－０ 円＝30, 000円を 償還するこ と と なる 。  

 

  ○ ただし 、 合算の対象と する 費用のう ち、 イ の介護保険の利用額については、 合算対象と する費用に

かかる特例の適用の対象と なる ので、 イ の額を ０ 円まで引き 下げて、 合算の対象と する。  

 

  ○ こ のため、 Ｂ の利用者負担世帯合算額は、 イ  ０ 円（ 特例により 引き 下げた額） ＋ 

ロ  ０ 円 ＝ ０ 円 と なり 、 高額障害福祉サービ ス等給付費の対象外と なる。  

Ｂ 

・介護保険の負担額 30，000円→０円として計算 

・障害福祉サービスの負担額 ０円 

Ｂの高額障害福祉サービス等給付費算定基準額  

０円 

Ｂの介護保険の高額介護サービス費の算定基準となる額  

37,200円（課税世帯） 

市町村民

税が課税さ

れている者 

高額障害福祉サービス等給付費 

支給しない。 

 

低所得２ 
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（ ２ ） 障害児の特例 

 

 ① 同一の障害児が給付の根拠が異なるサービスを 利用する 場合の特例 

＜ア＞概要 

○ 同一の障害児が同一の根拠条項によ るサービ スを 利用する 場合には、 一の負

担上限月額のみ設定さ れる のに対し 、 根拠条項の異なる 複数のサービ スを 利用

する 場合には、 複数の負担上限月額が設定さ れる こ と に対応する ため、 高額障

害福祉サービ ス等給付費等の基準を 、 利用する サービ スのう ち 最も 高い額と し 、

障害児の保護者と し ての利用者負担の合算額のう ち 、 こ の基準額を 超える 額を

特例的に高額障害福祉サービス等給付費等と し て給付するこ と と する。  

 
＜イ ＞事例 

 

＜ケース５ ＞ 

   障害児 A（ 無償化対象外） が障害福祉サービ スと 障害児通所支援を 利用し ている

場合。  

 

→ 複数の障害福祉サービスを利用する 場合と の公平性の観点から 特例と し て基準額

を 引き 下げ、 高額障害福祉サービ ス等給付費等によ り 償還するこ と と なる。 こ の場

合の、 高額障害福祉サービス等給付費等の額は、 同一の支給決定保護者の利用者負

担額の合算額から 認定さ れた負担上限額のいずれか高い額（ 以下「 調整基準額」 と

いう 。 ） を控除し た額と する。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

高額障害福祉サービス等給付費 

（9,200円－4,600円） 

×4,600円／9,200円＝2,300円 
 

 Ａ   

障害福祉サービスの負担上限月額 4,600円 

障害児通所支援の負担上限月額  4,600円 

高額障害児通所給付費 

（9,200円－4,600円） 

×4,600円／9,200円＝2,300円 
 

一般１ 

 

障害児の調整 

基準額 4,600 円 
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＜ケース６ ＞ 

   ケース５ の障害児 Aが無償化対象児童であり 、 障害福祉サービスと 障害児通所支

援を利用し ている 場合。  

 

  → 無償化の対象児童の場合も 特例は適用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

障害児の調整 

基準額 4,600 円 
無償化対象児童 

高額障害福祉サービス等給付費 

（4,600円－4,600円） 

×4,600円／4,600円＝0円 
 

障害福祉サービスの負担上限月額 4,600円 

 
障害児通所支援の負担上限月額     0円 

 Ａ   

高額障害児通所給付費 

（4,600円－4,600円） 

×0円／4,600円＝0円 
 

一般１ 
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② 障害児の兄弟がそれぞれサービ スを 利用する場合の特例 

 

＜ア＞概要 

 
○ 同一世帯に障害福祉サービ スを 利用する 障害児が複数おり 、 同一の保護者が

支給決定を 受けている 場合は、 当該保護者について一の負担上限月額が設定さ

れ、 実際、 当該保護者を 通じ て複数の障害児の利用者負担額を 管理でき る こ と

から 、 負担上限月額を 超える部分については現物給付の対象と し ている。  

給付の根拠条項が二以上に及ぶ場合は、 一の負担上限月額は設定さ れないが、

世帯に障害福祉サービ スを 利用する 複数の障害者がいる 場合と 基本的には同様

と 位置付けら れる こ と から 、 同一条項によ る給付と 同じ 負担と するため、 高額

障害福祉サービ ス等給付費等の基準を いずれか高い額と し 、 障害児の保護者と

し ての利用者負担の合算額のう ち 、 こ の基準額を 超える 額を 特例的に高額障害

福祉サービス等給付費等と し て給付するこ と と する。  

 

＜イ ＞事例 

 

＜ケース７ ＞ 

   同一世帯に属する障害児 A、 B、 C（ B、 Cも 無償化対象外） がそれぞれ障害福祉サ

ービス、 障害児通所支援、 障害児入所支援を利用し 、 同一の保護者がその支給決定

を 受けている 場合。  

 

→ 世帯に障害福祉サービスを利用する 複数の障害児がいる場合と の公平性の観点か

ら 特例と し て基準額を 引き 下げ、 高額障害福祉サービス費等により 償還するこ と と

なる。 こ の場合の、 高額障害福祉サービス等給付費等の額は、 同一の支給決定保護

者の利用者負担額の合算額から 調整基準額を 控除し た額と する。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 Ｃ 三男  Ａ 長男  Ｂ 次男 

障害福祉サービスの負担上限月額 

4,600円 

障害児通所支援の負担上限月額 

4,600円 

Ａ、Ｂ及びＣの保護者は同一の者 
 

高額障害福祉サービス等給付費 

（18,500円－9,300円） 

×4,600円／18,500円＝2,288円 
 

高額障害児通所給付費 

（18,500円－9,300円） 

×4,600円／18,500円＝

2,288円 

一般１ 

 
一般１ 

 

障害児の調整 

基準額 9,300 円 

高額障害児入所給付費 

（18,500円－9,300円） 

×9,300円／18,500円＝

4,625円 

一般１ 

 

障害児入所支援の負担上限月額 

9,300円 
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＜ケース８ ＞ 

  【 ケース７ の障害児 B、 Cが無償化対象児童の場合】  

同一世帯に属する障害児 A（ 無償化対象外） 、 B（ 無償化対象児童） 、 C（ 無償化

対象児童） がそれぞれ障害福祉サービス、 障害児通所支援、 障害児入所支援を 利用

し 、 同一の保護者がその支給決定を 受けている 場合。  

 

→ 無償化の対象児童の場合も 特例は適用する。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 Ｃ 三男  Ａ 長男  Ｂ 次男 

障害福祉サービスの負担上限月額 

4,600円 

障害児通所支援の負担上限月額 

0円 

Ａ、Ｂ及びＣの保護者は同一の者 
 

高額障害福祉サービス等給付費 

（4,600円－4,600円） 

×4,600円／4,600円＝0円 
 

高額障害児通所給付費 

（4,600円－4,600円） 

×0円／4,600円＝0円 
 

一般１ 一般１ 

障害児の調整 

基準額 4,600 円 

高額障害児入所給付費 

（4,600円－4,600円） 

×0円／4,600円＝0円 
 

一般１ 

障害児入所支援の負担上限月額 

0円 

無償化対象児童 無償化対象児童 
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＜ケース９ ＞ 

   同一世帯に属する障害児 A、 B、 C（ B は無償化対象外） がそれぞれ障害福祉サー

ビ ス、 障害児入所支援、 補装具を 利用し 、 同一の保護者がその支給決定を 受けてい

る 場合。  

 

→ 基本的な考え方はケース６ と 同様である が、 補装具については障害児の特例の対

象ではないため、 まずは障害福祉サービスと 障害児入所支援について障害児の特例

を 適用し 、 次に、 残り の利用者負担額について高額障害福祉サービ ス等給付費等の

額の算定を行う 。  

  

① まずＡ 、 Ｂ について障害児の特例を 適用。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 次に、 残り の利用者負担について高額障害福祉サービス等給付費等を 算定。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ こ の場合の補装具の利用者負担について、 高額障害福祉サービ ス等給付費又は高額障害児入所給付費のいずれで償

 Ｃ 三男  Ａ 長男  Ｂ 次男 

障害福祉サービスの負担上限月額 

4,600円 

障害児入所支援の負担上限月額 

9,300円 

Ａ、Ｂ及びＣの保護者は同一の者 
 

高額障害福祉サービス等給付費 

（13,900円－9,300円） 

×4,600円／13,900円＝1,522円 
 

高額障害児入所給付費 

（13,900円－9,300円） 

×9,300円／13,900円＝

3,078円 

一般１ 一般１ 

障害児の調整 

基準額 9,300 円 

一般 

補装具の負担上限月額  

37,200円 

 Ｃ 三男  Ａ 長男  Ｂ 次男 

障害福祉サービスの利用者負担 

3,078円 

障害児入所支援の利用者負担 

6,222円 

Ａ、Ｂ及びＣの保護者は同一の者 
 

高額障害福祉サービス等給付費 

（46,500円－37,200円） 

×3,078円／46,500円＝616円 
 

高額障害児入所給付費 

（46,500円－37,200円） 

×6,222円／46,500円＝

1,244円 

一般１ 一般１ 

高額障害福祉サービス等給付費 

（46,500円－37,200円）× 

37,200円／46,500円＝7,440円 
 

一般 

補装具の負担上限月額  

37,200円 
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還するかは、 法令上特段の定めがないこ と から 、 各自治体の判断による。  

＜ケース10＞ 

 【 ケース９ の障害児 Bが無償化対象児童の場合】  

同一世帯に属する 障害児 A（ 無償化対象外） 、 B（ 無償化対象） 、 C（ 無償化対象外）

がそれぞれ障害福祉サービス、 障害児入所支援、 補装具を 利用し 、 同一の保護者が

その支給決定を受けている場合。  

 

→ 無償化の対象児童の場合も 特例は適用する。  

  

① まずＡ 、 Ｂ について障害児の特例を 適用。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 次に、 残り の利用者負担について高額障害福祉サービス等給付費等を 算定。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ こ の場合の補装具の利用者負担について、 高額障害福祉サービス等給付費又は高額障害児入所給付費のいずれで償

還するかは、 法令上特段の定めがないこ と から 、 各自治体の判断による。  

 Ｃ 三男  Ａ 長男  Ｂ 次男 

障害福祉サービスの負担上限月額 

4,600円 

障害児入所支援の負担上限月額 

0円 

Ａ、Ｂ及びＣの保護者は同一の者 
 

高額障害福祉サービス等給付費 

（4,600円－4,600円） 

×4,600円／4,600円＝0円 
 

高額障害児入所給付費 

（4,600円－4,600円） 

×4,600円／4,600円＝0円 
 

一般１ 一般１ 

障害児の調整 

基準額 4,600 円 

一般 

補装具の負担上限月額  

37,200円 

 Ｃ 三男  Ａ 長男  Ｂ 次男 

障害福祉サービスの利用者負担 

4,600円 

障害児入所支援の利用者負担  

0円 

Ａ、Ｂ及びＣの保護者は同一の者 
 

高額障害福祉サービス等給付費 

（41,800円－37,200円） 

×4,600円／41,800円＝506円 
 

高額障害児入所給付費 

（41,800円－37,200円） 

×0円／41,800円＝0円 
 

一般１ 一般１ 

高額障害福祉サービス等給付費 

（41,800円－37,200円）× 

37,200円／41,800円＝4,094円 
 

一般 

補装具の負担上限月額  

37,200円 

無償化対象児童 

無償化対象児童 
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３  高額障害福祉サービ ス等給付費等の償還の流れについて 

 

○ 高額障害福祉サービス等給付費、 高額障害児通所給付費及び高額障害児入所給付費が

併給さ れる 場合については、 事務処理を 行う 実施主体が市町村と 都道府県に分かれるこ

と があり う るが、 その場合における事務手続き の流れについては、 以下の例を 参考と さ

れたい。 （ 高額障害児通所給付費と 高額障害児入所給付費の組み合わせも 同様）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、 高額障害福祉サービ ス等給付費のみ若し く は高額障害児通所給付費のみ若し く は高額障害児

入所給付費のみ又は高額障害福祉サービ ス等給付費及び高額障害児通所給付費の給付を 行う 場合は市

町村又は都道府県内で手続が完結する ため、 各給付費の支給申請書の受付はそれぞれの実施機関にて

行う 。  

 利用者  市町村  都道府県 

サービスの提供を受け

た翌々月以降に高額

障害福祉サービス等

給付費及び高額障害

児入所給付費の支給

申請を行う（２通） 

利用者からの支給申請書

１通を都道府県に通知し、

障害児入所給付費利用

者負担額の確認を求める 

障害児入所給付費利用

者負担額を確認後、市

町村に報告する 

高額障害児入所給付費及

び高額障害サービス等給

付費の給付額を按分で算

定し、都道府県に通知す

るとともに、高額障害福祉

サービス等給付費を利用

者に給付する 

市町村において、決定された

高額障害児入所給付費の決

定額に基づいて、都道府県は

利用者に高額障害児入所給

付費を支給する 

市町村において、市町村

分の介護給付費及び介護

保険償還後介護保険利用

者負担額を確認する 

① 

② ③ 

③’ ④ 

⑤’ ⑤ 

⑥ 

高額障害福祉サービス等給付費及び高額障害児入所給付費の償還の流れについて 

各自治体より高額障害

福祉サービス等給付費

及び高額障害児入所給

付費の給付を受ける 
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第４．新高額障害福祉サービス等給付費に係る要件等について 

１  新高額障害福祉サービス等給付費の対象者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 対象者の具体的要件】  

（ １ ） 65 歳に達する日前５ 年間にわたり 、 介護保険相当障害福祉サービスに係る支給決定 

を受けていたこ と を 要件と する（ 同一の介護保険相当障害福祉サービスを ５ 年間継続

し て支給決定を 受けていた必要はなく 、 複数の介護保険相当障害福祉サービスを 継続

し 、 通算し て５ 年間にわたり 支給決定を 受けていれば対象と なる。 ） 。  

ただし 、 65 歳に達する日前５ 年間において、 入院その他やむを 得ない事由（ 注１ ）

により 相当障害福祉サービスに係る支給決定を受けなかっ た期間がある場合において、

その期間以外の期間において介護保険相当障害福祉サービスに係る支給決定を 受けて

いたと き は、 当該要件を満たすも のと する。  

（ 注１ ） 入院その他やむを 得ない事由と は、 60 歳から 65 歳の期間において、 入院や震災等に

よ り 、 支給決定に係る 申請を 行う こ と ができ なかっ た場合等が該当する 。 なお、 当該

事由に該当する か否かについては、 こ れを 踏まえ、 入院期間の分かる 領収証や罹災証

明書等により 確認し たう えで、 市町村において判断さ れたい。  

新高額障害福祉サービ ス等給付費の対象と なるサービス（ 「 介護保険相当障害福祉

サービス」 及び「 障害福祉相当介護保険サービス」 ） は以下のと おり 。 （ 注２ ）  

   【 介護保険相当障害福祉サービス】 居宅介護、 重度訪問介護、 生活介護、 短期入所 

【 障害福祉相当介護保険サービス】 訪問介護、 通所介護、 短期入所生活介護、 地域

障害者総合支援法施行令第 43 条の５ 第６ 項に規定する高額障害福祉サービス等給付

費（ 以下「 新高額障害福祉サービ ス等給付費」 と いう 。 ） の対象者の要件は、 改正後

の障害者総合支援法施行令及び同施行規則において、 以下の全ての要件を 満たすも の

と し ている。  

○ 65 歳に達する日前５ 年間（ 入院その他やむを 得ない事由により 介護保険相当障

害福祉サービ スに係る 支給決定を 受けていなかっ た期間を 除く 。 ） 引き 続き 介護

保険相当障害福祉サービスに係る支給決定を 受けていたこ と 。  

○ 障害者及び当該障害者と 同一の世帯に属するその配偶者が、 当該障害者が 65 歳

に達する日の前日の属する年度（ 当該障害者が 65 歳に達する日の前日の属する月

が４ 月から ６ 月までの場合にあっ ては、 前年度） 分の地方税法の規定によ る 市町

村民税を 課さ れない者（ 市町村の条例で定める と こ ろ によ り 当該市町村民税を 免

除さ れた者を 含むも のと し 、 当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に

住所を 有し ない者を 除く 。 ） であっ たこ と 又は障害者及び当該障害者と 同一の世

帯に属するその配偶者が、 当該障害者が 65 歳に達する日の前日の属する月におい

て被保護者若し く は要保護者であっ て、 境界層該当者と し て負担軽減措置を 受け

ていたこ と 。  

○ 65 歳に達する日の前日において障害支援区分（ 障害程度区分） が区分２ 以上で

あるこ と 。  

 



厚生労働省 社会・ 援護局 障害保健福祉部 

こ ど も 家 庭 庁  支 援 局 

 

（ 高額障害福祉サービス等給付費等）  

 
 

57 

密着型通所介護、 小規模多機能型居宅介護（ 注３ ）  

（ 注２ ） 介護保険相当障害福祉サービス及び障害福祉相当介護保険サービス共に、 基準 

該当サービスを含む。  

（ 注３ ） 介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービスは含まれない。  

なお、 こ れはあく まで新高額障害福祉サービス等給付費の対象と なるサービスを規

定し たも のであり 、 必ずし も 障害者総合支援法第７ 条及び障害者総合支援法施行令第

２ 条の介護保険優先原則に係る「 相当サービ ス」 と なるわけではないこ と にご留意い

ただき たい。  
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なお、 平成 30 年４ 月１ 日以前に既に 65 歳に到達し ていた者であっ ても 、 自立支援

法全面施行（ 平成 18 年 10 月１ 日） 以降において、 65 歳に達する日前５ 年間にわた

り 、 介護保険相当障害福祉サービ スに係る支給決定を 受けていた者であれば対象と な

る（ 償還の対象と なる のは、 平成 30 年４ 月１ 日以降に利用し た障害福祉相当介護保

険サービスに係る利用者負担分。 ） 。  

また、 65 歳に達する日前５ 年間にわたり 、 介護保険相当障害福祉サービスのう ち１

種類でも 支給決定を受けていれば、 65 歳到達後に利用する他の障害福祉相当介護保険

サービス分についても 、 新高額障害福祉サービス等給付費の対象と なる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



厚生労働省 社会・ 援護局 障害保健福祉部 

こ ど も 家 庭 庁  支 援 局 

 

（ 高額障害福祉サービス等給付費等）  

 
 

59 

（ ２ ） 65 歳に達する日の前日において「 低所得」 （ 注１ ） 又は「 生活保護」 （ 注２ ） に該当

し ていたこ と を 要件と する。  

こ こ でいう 「 低所得」 及び「 生活保護」 と は、 支給決定における利用者負担に係る

所得区分と 同様のも のである。  

  （ 注１ ） 障害者及び当該障害者と 同一の世帯に属するその配偶者が、 当該障害者が 65 歳に達す

る日の前日の属する年度（ 当該障害者が 65 歳に到達する日の前日の属する月が４ 月から

６ 月までの場合にあっ ては、 前年度） において、 市町村民税非課税（ 条例によ り 市町村

民税を 免除さ れた者を 含むも のと し 、 当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地

に住所を 有し ない者を 除く 。 ） であっ た者。  

   （ 注２ ） 障害者及び当該障害者と 同一の世帯に属するその配偶者が、 当該障害者が 65 歳に達す

る 日の前日の属する 月において被保護者であっ た者又は要保護者であっ て、 境界層該当

者と し て負担軽減措置を 受けていた者（ 「 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国し た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する 法律」 によ る 支援給付

受給世帯についても 同様の取扱い。 ） 。  

また、 65 歳以降に新高額障害福祉サービス等給付費の申請を 行う 際、 障害福祉相当

介護保険サービスを 利用し た月の属する 年度（ 当該サービスを 利用し た月が４ 月から

６ 月までの場合にあっ ては、 前年度） に本人及び同一の世帯に属する配偶者が市町村

民税非課税者又は「 生活保護」 に該当する者であるこ と が必要であり 、 65 歳に達する

日の前日における所得区分と は別に、 こ の要件を 満たし ているかを 別途確認する必要

があるこ と にご留意いただき たい。  

なお、 65 歳以降で本人及び同一の世帯に属する配偶者が市町村民税課税者と なっ

た場合には対象から 外れるが、 その後再び市町村民税非課税者又は「 生活保護」 に該

当する者と なっ た場合には対象と なる。  
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（ ３ ） 65 歳に達する日の前日において障害者支援区分２ 以上であっ たこ と を要件と する。  

申請時点に改めて障害者支援区分の認定を要するも のではない。  

   なお、 平成 26 年４ 月１ 日より 前に障害程度区分の認定を 受けていた者については、

障害程度区分２ 以上であっ たこ と を要件と する。  

 

（ ４ ） 65 歳まで介護保険法による保険給付を受けていないこ と を 要件と する（ 40 歳から

65 歳になるまでの間に特定疾病により 介護保険サービスを 利用し たこ と のある者は対

象と なら ない。 ） 。  

   こ こ でいう 介護保険サービスには、 障害福祉相当介護保険サービスに該当し ない介  

護予防サービスや地域密着型介護予防サービ ス等の保険給付による介護保険サービス

も 含むも のであり 、 こ れら のサービスを 65 歳に達するまでに利用し たこ と のある者

は、 新高額障害福祉サービス等給付費の対象と はなら ない。 なお、 地域支援事業（ 介

護予防・ 日常生活支援総合事業等） は介護保険法上の保険給付には当たら ないため、

当該事業の利用実績は、 新高額障害福祉サービス等給付費の対象者の要件には影響し

ない。  

   なお、 当該要件に該当するか否かについては、 申請書にチェ ッ ク 欄を設けるなどし

て、 本人から の申出により 確認を 行う こ と 。 その上で、 申出内容に疑義がある場合は、

介護保険所管課に照会を行う 等により 、 事実確認を 行う こ と 。  

  ※ 新高額障害福祉サービス等給付費については、 対象者等が制度内容を 正し く 理解

し 、 適当な時期に申請が行われる こ と が重要である 。 そのため、 各市町村において

は、 対象者等に対し 、 制度の概要等について丁寧に説明するこ と 。  

なお、 申請者への制度周知・ 説明に当たっ ては、 対象と なる者へ個別に勧奨を 行

う こ と が望まし いこ と 。  

    また、 対象者要件を 満たす者の把握については、 必要に応じ て介護保険所管課と

連携し 、 対応するこ と 。  

 

２  新高額障害福祉サービス等給付費の申請及び支給の決定について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援法施行規則において、 新高額障害福祉サービ ス等給付費の申請書に

記載が必要な事項は以下のよう に規定し ている。  

○ 当該申請を 行う 障害者の氏名、 居住地、 生年月日、 個人番号、 連絡先、 受給者

証番号及び介護保険被保険者証の番号 

○ 当該申請を 行う 障害者が同一の月に受けた障害福祉相当介護保険サービ スに係

る支払額 

また、 同申請書の添付書類と し て、 障害福祉相当介護保険サービスに係る 支払額の

額を 証する 書類及び新高額障害福祉サービ ス等給付費の対象者の要件に該当する こ と

を 証する 書類並びに申請時に本人及び同一の世帯に属する 配偶者が市町村民税非課税

者又は「 生活保護」 に該当する 者である こ と を 証する 書類が規定さ れている （ ただ

し 、 市町村は、 当該書類によ り 証明すべき 事実を 公簿等によ っ て確認する こ と ができ

ると き は、 当該書類を省略さ せるこ と ができ る。 ） 。  
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【 新高額障害福祉サービス等給付費に係る添付書類の具体例】  

申請者に提出を 求める 際の各書類は、 以下のも のが想定さ れる 。 なお、 ②の書類につい

ては、 申請者本人が提出でき ないケースが想定さ れるため、 公簿等による確認又は当時の

実施主体への照会によ り 省略するこ と が望まし い（ ③の書類についても 、 公簿等による確

認又は当時の実施主体への照会により 省略するこ と は可能である。 ） 。  

① 当該申請を 行う 障害者が同一の月に受けた障害福祉相当介護保険サービスに係る支

払額を 証する書類： 事業所より 発行さ れる領収書等 

② 新高額障害福祉サービス等給付費の対象者の要件に該当するこ と を 証する書類： 過

去の支給決定に係る通知書等 

③ 申請時に本人及び同一の世帯に属する配偶者が市町村民税非課税者又は「 生活保護」

に該当する者であるこ と を 証する書類： 当該年度（ 障害福祉相当介護保険サービスを

利用し た月が４ 月から ６ 月までの場合にあっ ては、 前年度） 分の課税証明書、 福祉事

務所の証明書等 

④ 高額介護サービス費の受給が見込まれる場合は、 高額介護サービス費に係る書類及

び介護保険サービスに係る支払額を証する書類： 高額介護サービス費支給申請書の写

し （ ※） 、 高額介護サービス費支給額決定通知書、 事業所により 発行さ れる領収書等 

※ 新高額障害福祉サービス等給付費の申請時においては、 高額介護サービス費の金

額確定前である可能性があるため、 申請書の写し により 受給可能性の有無について

確認が可能。  

 

【 新高額障害福祉サービス等給付費に係る申請手続等の負担軽減の取扱い】  

法令上、 新高額障害福祉サービス等給付費の支給対象と なっ た場合における申請書の記

載事項及び添付書類は上記のと おり であるが、 受給対象者の毎回の申請・ 受給に係る負担

を 軽減するため、 介護保険法における高額介護（ 予防） サービス費の取扱いと 同様、  

○ 申請書の記載内容の工夫などにより 、 申請は初回のみで足り るよう にする 

○ 申請時に利用者負担額の申告及び領収書の添付を 求めない 

○ 新高額障害福祉サービス等給付費の受け取り についても 、 初回申請時に指定し た口

座に振り 込むなどと し て差し 支えない。  

 上記の対応によ り 、 各市町村における申請及び決定手続き については、 以下のパタ ーン

が想定さ れる。  

 ① １ 年に１ 回（ 例： 毎年７ 月） 申請書等の提出を 求め、 以降次回申請時までは改めて

申請書等の提出は原則求めず、 新高額障害福祉サービス等給付費の支給の決定を 自動

的に行う 。  

② 障害福祉相当介護保険サービ スの利用月毎に申請書等の提出を 求め、 当該月毎に新

高額障害福祉サービス等給付費の支給の決定を行う 。  

 なお、 ①の対応を と っ た際には、 ２ 回目以降の申請書提出時において、 課税証明書を 添

付さ せる（ 公簿による 確認により 省略可） 等により 、 支給要件の有無（ 申請時に本人及び

同一の世帯に属する配偶者が市町村民税非課税者又は「 生活保護」 に該当する者であるこ

と ） について見直し を 行う こ と 。  

また、 途中で課税状況や世帯状況等の内容に変更が生じ た場合には、 本人等から 変更に
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係る届出を求める必要があるこ と にご留意いただき たい。  

既存の高額障害福祉サービス等給付費等の申請等においても 、 同様の取扱いと し て差し

支えない。  

 

【 新高額障害福祉サービ ス等給付費に係る支給の決定手続き について】  

 新高額障害福祉サービス等給付費については、 過去には支給決定を 受けていたも のの、

同給付費の支給の決定時には障害福祉サービスに係る支給決定を受けておら ず、 介護保険

に係る要介護認定のみを 受けているケースが存在する。  

その際には、 各市町村における受給者情報の管理等に必要と なるこ と が想定さ れるこ と

から 、 運用上、 受給者証番号を 付番し 、 決定通知書においても 記載するこ と と さ れたい。  

なお、 過去に支給決定を受けていた者については、 当該者に付番さ れていた受給者証番

号と 同一の番号を付番するこ と と さ れたい。  

 

【 新高額障害福祉サービス等給付費に係る対象者要件の確認手続について】  

 新高額障害福祉サービス等給付費の支給については、 各市町村において、 初回の支給申

請書の提出時に、 申請者が同給付費の対象者の要件を 満たし ている こ と 並びに申請時に本

人及び同一の世帯に属する配偶者が市町村民税非課税者又は「 生活保護」 に該当する者で

あるこ と を確認する必要がある（ 同一市町村において同給付費の支給を行う にあたっ ては、

当該申請者が同給付費の対象者の要件を 満たし ているこ と を確認するのは初回の申請時の

みと し ても 差し 支えない。 ） 。  

当該要件の確認に相当の期間を 要する場合等には、 同給付費の初回の申請時においては、

支給申請書の提出を受ける前に要件の有無を 確認するため、 氏名・ 生年月日・ 居住地、 被

保険者証番号、 障害種別等を 記載し た届出書の提出を 求める こ と と し ても 差し 支えない

（ 届出書の様式は各市町村において任意に定めるこ と 。 ） 。  

 こ の届出書はあく までその後の事務手続の簡素化のため、 任意に提出を 求めるも のであ

る。  

 

【 新高額障害福祉サービス等給付費の支給主体について】  

 新高額障害福祉サービス等給付費の実施主体は、 以下のと おり 。 なお、 障害福祉サービ

スに係る支給決定における居住地特例のよう な取扱いは、 同給付費においては規定さ れて

いない。  

 ○ 支給決定障害者（ 障害福祉サービスと 介護保険サービス併用者） については、 支給

決定市町村が新高額障害福祉サービス等給付費の支給主体と なる。  

○ それ以外のケースについては、 居住地市町村（ 注１ ） が新高額障害福祉サービス等

給付費の支給主体と なる。  

  （ 注１ ） 原則と し ては、 住民基本台帳上の住所地が支給主体と なる が、 実態が異なる 場合には、

居住地の実態に基づき 判断するこ と で差し 支えない。  

 

【 転出入を 伴う 新高額障害福祉サービス等給付費申請者の要件の確認について】  

 新高額障害福祉サービス等給付費の支給を 受けていた者が、 他市町村に転出し 、 転出先
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で同給付費の支給を申請し た場合については、 転出先の市町村において、 再度対象者の要

件に該当するこ と の確認を 行う こ と が原則である。  

 こ の場合、 申請を 受けた転出先の市町村においては、 転出前の市町村等に対し 、 過去の

障害福祉サービスに係る支給決定等の情報を 照会する必要があるが、 当該申請者が転出前

の市町村等よ り 受けた新高額障害福祉サービス等給付費支給決定通知書を 保有し ていた場

合には、 同通知書をも っ て、 要件を 満たし ていたこ と を確認するこ と と し ても 差し 支えな

い。 なお、 こ の通知書の内容に疑義等が生じ た際には、 事実確認を行う こ と と さ れたい。  

 

【 新高額障害福祉サービス等給付費の時効に係る取扱いについて】  

新高額障害福祉サービス等給付費の支給を 受ける権利は、 地方自治法第 236 条第１ 項に

基づき 、 ５ 年間こ れを行わないと き は、 時効により 消滅するも のと する。  

また当該給付費は、 月ごと に算定するも のであるこ と から 、 サービ スを 提供し た日の属

する月の翌月の１ 日が起算日と なる。 ただし 、 自己負担分を サービス提供月の翌月１ 日以

降に支払っ た場合には、 当該支払っ た日の翌日と するこ と が適当である。  

なお、 こ の取扱いは、 既存の高額障害福祉サービス等給付費についても 同様である。  

 

【 介護保険サービ スの利用者負担を 支払えない者への配慮について】  

今般の高齢障害者への利用者負担軽減策（ 新高額障害福祉サービス等給付費） は、 法令

上、 償還払いの形式を 取っ ているこ と から 、 障害福祉相当介護保険サービ ス分の利用者負

担がサービス利用後直ちに償還さ れるこ と にはなら ない。  

 一時的に障害福祉相当介護保険サービス分の利用者負担を支払えない状況にある者につ

いては、 都道府県社会福祉協議会の行う 生活福祉資金貸付制度を 紹介するなどの配慮を行

う こ と 。  

 

３  新高額障害福祉サービス等給付費の計算例 

 ＜ケース１ ＞ 

 

 

 

〔 利用者負担額〕  

Ａ ： 障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担   5, 000 円 

   非障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担 3, 000 円 

  → Ａ が利用し た障害福祉相当介護保険サービス分 5, 000 円のみを償還 

   （ 非障害福祉相当介護保険サービス分については、 償還対象外）  

 

非課税者であるＡ が、 障害福祉相当介護保険サービス及び非障害福祉相当介護保

険サービスを 利用し ている場合 
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 ＜ケース２ ＞ 

 

 

 

 

〔 利用者負担額〕  

Ａ ： 障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担    5, 000 円 

   非障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担  3, 000 円 

 Ｂ ： 障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担  2, 000 円 

  → Ａ が利用し た障害福祉相当介護保険サービス分 5, 000 円と Ｂ が利用し た 

   障害福祉相当介護保険サービス分 2, 000 円を それぞれの対象者に対し 償還 

   ※ Ａ と Ｂ それぞれで新高額障害福祉サービス等給付費の申請を 行う 必要がある。  

 

〔 計算手順〕 ＜ケース３ ＞ 

 

 

 

 

〔 利用者負担額等〕  

Ａ ： 障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担   12, 000 円 

    非障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担   10, 000 円 

 Ｂ ： 障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担    9, 000 円 

 高額介護サービス費（ 月額） の自己負担限度額（ 世帯） 24, 600 円 

 

① 世帯分の高額介護サービス費（ 月額） の負担限度額をＡ ・ Ｂ に按分し 、 個人単位

の自己負担限度額を 算出する。  

   Ａ 分自己負担限度額： 24, 600 円×（ 12, 000 円＋10, 000 円） ÷（ 12, 000 円＋10, 000

円＋9, 000 円） ＝17, 458. 064…円 

   Ｂ 分自己負担限度額： 24, 600×9, 000 円÷（ 12, 000 円＋10, 000 円＋9, 000 円） ｝ 円

＝7, 141. 935…円 

   （ 端数処理） 小数点以下を 切捨てし 、 受給者ごと の自己負担限度額が低い者（ こ の

場合Ｂ ） に加算する。  

   →Ａ 利用者負担分： 17, 458 円、 Ｂ 利用者負担分： 7, 142 円 

 

② Ａ ・ Ｂ それぞれの利用者負担額から ①で計算し た個人単位の自己負担限度額を差

引き 、 個人単位の高額介護サービス費（ 月額） を 計算する。  

 Ａ 利用分： （ 12, 000 円＋10, 000 円） －17, 458 円＝4, 542 円 

 Ｂ 利用分： 9, 000 円－7, 142 円＝1, 858 円 

 

③ ②のＡ 利用分に係る高額介護サービ ス費（ 月額） を 障害福祉相当介護保険サービ

非課税世帯で、 Ａ が障害福祉相当介護保険サービス及び非障害福祉相当介護保険

サービスを 利用し ており 、 同一世帯のＢ が障害福祉相当介護保険サービスのみを 利

用し ている場合 

非課税世帯で、 Ａ が障害福祉相当介護保険サービス及び非障害福祉相当介護保険

サービスを 利用、 同一世帯のＢ が障害福祉相当介護保険サービスのみを利用し 、 高

額介護サービス費（ 月額） の支給を 世帯で受けている場合 
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ス分と 非障害福祉相当介護保険サービス分と で按分する。  

  Ａ 障害福祉相当介護保険サービス分： ｛ 12, 000 円÷（ 12, 000 円＋10, 000 円） ｝

×4, 542 円＝2, 477. 454…円 

  Ａ 非障害福祉相当介護保険サービス分： ｛ 10, 000 円÷( 12, 000 円＋10, 000 円)  ｝  

 ×4, 542 円＝2, 064. 545…円 

 （ 端数処理） 端数の金額が高い方（ こ の場合、 非障害福祉相当介護保険サービス分）

に端数を 寄せる。  

※ 端数が同額（ …. 5 円） の場合、 障害福祉相当介護保険サービス分に端数を

寄せる。  

 →Ａ 障害福祉相当介護保険サービス分  ： 2, 477 円 

  Ａ 非障害福祉相当介護保険サービス分： 2, 065 円 

 

④ ②・ ③で計算し た高額介護サービス費（ 月額） を 障害福祉相当介護保険サービス

利用者負担額に反映し 、 新高額障害福祉サービス等給付費における 償還額を 算定す

る。  

    Ａ 償還額： 12, 000 円－2, 477 円＝9, 523 円 

    Ｂ 償還額： 9, 000 円－1, 858 円＝7, 142 円 

    ※ Ａ と Ｂ それぞれで新高額障害福祉サービ ス等給付費の申請を 行う 必要がある。  
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第５ ． 新高額障害福祉サービス等給付費と 生活保護制度における介護扶助と

の併給調整について 
 

１  両制度の適用関係について 

 

 

 

 

 

 

【 運用上の取扱い】  

介護扶助の支給が現物給付で支給さ れる一方、 新高額障害福祉サービス等給付費は償還

払いの形式により 支給さ れるこ と から 、 介護扶助の支給が先行するこ と が想定さ れる。  

 こ の場合、 介護扶助のう ち新高額障害福祉サービス等給付費と 重複する金額について

は、 生活保護法第 63 条に規定する費用返還義務に基づき 、 対象者に対し てその全額の返

還を求める必要があるから 、 その取扱いに留意するこ と 。  

 

２  代理受領払いによる 新高額障害福祉サービス等給付費の取扱い 

  

 

 

 

 

  

 

 

  

 新高額障害福祉サービス等給付費は、 対象者と し て生活保護世帯が含まれるが、 生

活保護受給者に支給さ れる同給付費と 介護保険サービスの利用者負担相当分について

支給さ れる生活保護制度における介護扶助と の適用関係については、 生活保護法第４

条の保護の補足性に関する規定に基づき 、 新高額障害福祉サービス等給付費の支給が

優先さ れる。  

 新高額障害福祉サービス等給付費における支給分に係る返還処理は、 当該返還事由

が生活保護における介護扶助の過大支給により 発生するも のであるから 、 生活保護担

当部局（ 課） より 対象者に対し て請求を行う こ と が原則である。  

 ただし 、 障害の状況等により 、 対象者本人に返還を求めるこ と が困難な場合等に

は、 対象者本人から 委任を 受けた上で、 生活保護担当部局（ 課） が障害福祉担当部局

（ 課） へ直接申請( 代理申請) し 、 受け取るこ と （ 代理受領） と し ても 差し 支えない。  
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【 代理受領の流れ（ イ メ ージ） 】  
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３  【 参考】 代理受領に係る 委任状例 

 

委任状 
 

 私は、 下記の者に対し て、 私に支給さ れる障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施行令第四十三条の五第六項に規定さ れる高額障害福祉サービス等給付費について、

私に代わっ て受領し 、 かつ、 受領し た額を○○市に納入するこ と を委任し ます。  

 

 

 

記 

 

 

（ 受 任 者 ）  

 ○ ○ 市 長 

 

 

                令和  年  月  日 

（ 委 任 者 ）  

住 所 

氏 名              
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第６ ． 高額障害福祉サービス等給付費等と 高額介護（ 予防） サービス費【 年

額】 及び高額医療合算介護サービス費と の併給調整について 
 

１  併給調整の原則 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 重複支給が発生するケースについて】  

高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 及び高額医療合算介護サービス費（ 以下「 高額介

護（ 予防） サービ ス費【 年額】 等」 と いう 。 ） の対象者であっ て、 なおかつ高額障害福祉

サービ ス等給付費等の対象である者は、 上記の併給調整の規定によ り 、 高額介護（ 予防）

サービ ス費【 年額】 等による介護保険サービスの利用者負担の償還を受けても なお残る利

用者負担について、 高額障害福祉サービス等給付費等において償還するも のである。  

高額障害福祉サービス等給付費等が月額単位の利用者負担を 合算し て給付費を 算定する

一方、 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 等は、 前年８ 月１ 日から ７ 月 31 日までの間

の利用者負担分を 合算し て給付費を 算定するため、 高額障害福祉サービス等給付費等によ

る償還を 先に受けた場合、 高額介護（ 予防） サービ ス費【 年額】 等による償還分と の重複

支給が生じ る こ と がある。 こ の重複支給分については、 高額障害福祉サービス等給付費等

の実施主体である 市町村又は都道府県（ 以下「 市町村等」 と いう 。 ） が、 重複支給を 受け

た利用者から 返還を 求める必要がある。  

なお、 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 等の支給後に高額障害福祉サービス等給付費

等の支給を行う 場合は、 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 等による償還額を 反映さ せ

た介護保険サービ スの利用者負担を 用いて高額障害福祉サービス等給付費等を算定する必

要がある。 その際には、 重複支給が発生するこ と はないので、 事後的な返還請求を 行う 必

要はない。  

  

平成 29 年８ 月１ 日より 、 介護保険法に基づく 高額介護（ 予防） サービス費の見直し

が行われ、 新たに、 自己負担額の年間（ 前年の８ 月１ 日から ７ 月 31 日までの間） の合

計額に対し て負担上限額が設定さ れた。  

こ れに伴い、 高額障害福祉サービ ス等給付費（ 新高額障害福祉サービ ス等給付費を

含む。 ） 並びに高額障害児入所給付費及び高額障害児通所給付費（ 以下「 高額障害福

祉サービス等給付費等」 と いう 。 ） の算定に係る規定を 見直し 、  

○ 新たに設定さ れる 年間の自己負担額の上限額を 超え る こ と によ り 支給さ れる  

高額介護（ 予防） サービ ス費（ 以下「 高額介護（ 予防） サービ ス費【 年額】 」 と

いう 。 ）  

 ○ 介護保険法に基づく 高額医療合算介護サービス費 

を 併給調整の対象と するこ と と し た。  
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２  重複支給分の取扱いについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 重複支給分の返還について】  

 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 等と 高額障害福祉サービス等給付費等の支給によ

っ て、 重複支給が発生し た場合は、 受給者本人から 委任を 受けた上で、 高額介護（ 予防）

サービス費【 年額】 等のう ち重複支給分を 、 障害福祉担当部局（ 課） が介護保険担当部局

（ 課） から 直接受け取るこ と （ 代理受領） を原則と さ れたい。  

 ただし 、 本人の希望等により 、 高額障害福祉サービス等給付費等の実施主体である市町

村等の障害福祉担当部局（ 課） より 、 受給者本人に対し て返還を 求めるこ と と し ても 差し

支えない。  

高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 等の対象者であっ て、 なおかつ高額障害福祉

サービス等給付費等の対象である者については、 前述の理由により 、 高額介護（ 予

防） サービス費【 年額】 等における介護保険サービスの利用者負担の償還を優先し て

受ける必要がある。  

ただ、 法令上は必ずし も 、 高額障害福祉サービス等給付費等の支給を 、 高額介護

（ 予防） サービス費【 年額】 等の支給後に行う こ と を 要請し ているも のではない（ 従

来どおり 毎月支給を 行う こ と を 妨げるも のではない。 ） 。  

 そのため、 高額介護（ 予防） サービス費【 月額】 等と 高額障害福祉サービス等給付

費等と の併給調整の手法については、 各市町村等における運用等に基づき 判断さ れた

いが、 高額障害福祉サービス等給付費等の支給を 先行し て行う 場合の取扱いについて

は、 以下を参考にさ れたい。  
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【 代理受領の流れ（ イ メ ージ） 】  

 

※
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【 重複支給分の返還における会計上の取扱いについて】  

 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 等は、 前年８ 月１ 日から ７ 月 31 日までの間の利

用者負担分を 合算し て給付費を 算定するため、 高額障害福祉サービ ス等給付費等における

重複支給に係る金額が確定し 、 返還処理が可能と なるのは、 高額介護（ 予防） サービス費

【 年額】 等の支給額確定後と なる。 例えば、 高額障害福祉サービス等給付費等の支給を 平

成 30 年度に行う と すると 、 返還処理が可能と なるのは早く ても 平成 31 年度の８ 月以降と

なる。  

 そのため当該返還金については、 当該年度分と 過年度分の重複支給分を それぞれ区別し

て処理を 行う 必要がある。 具体的には、 当該年度分については戻入分と し て処理し 、 過年

度分については歳入（ 雑収入） と し て会計処理を 行う こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 重複支給分に係る国庫負担金と の調整について】  

各市町村等が支給する 高額障害福祉サービス等給付費等は、 国庫負担金が含まれるこ と

から 、 重複支給が発生するケースについては、 同負担金と の調整が必要と なる。 ただ、 上

述のと おり 、 高額障害福祉サービス等給付費等における重複支給に係る金額が確定するの

は、 同給付費の支給年度の翌年度の８ 月以降になる こ と から 、 例年６ 月に締切が設定さ れ

ている 当該年度分の障害者自立支援給付費等の事業実績報告に反映さ せるこ と が出来ない。  

そのため、 重複支給による過支給分が発生し た際の事業実績報告については、 重複支給分

の金額が確定し た年度の実績に反映さ せるこ と にする（ 過誤支給が判明し た際の事業実績

再報告を 行う 必要はない。 ） 。  

  

（ イ メ ージ図）  



厚生労働省 社会・ 援護局 障害保健福祉部 

こ ど も 家 庭 庁  支 援 局 

 

（ 高額障害福祉サービス等給付費等）  

 
 

73 

（ イ メ ージ図）  

 

 

【 転出入を 伴う ケースについて】  

 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 等は、 前年８ 月１ 日から ７ 月 31 日までの間の利

用者負担分を 合算し て給付費を 算定するため、 算定期間中に転出入を伴う ケースが想定さ

れる。 当該ケースについて、 高額障害福祉サービス等給付費等と の重複支給が発生する場

合には、 以下の例を 参考に取扱う こ と と さ れたい。  
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３  併給調整の計算例 
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３  併給調整の計算例 

＜ケース１ ＞： 高額介護サービス費【 年額】 と 既存の高額障害福祉サービス等給付費と

の併給調整（ 平成 29 年８ 月利用分より 併給調整が発生）  

 

 

 

 

〔 利用者負担額等〕  

Ａ ： 障害福祉サービス利用者負担 37, 200 円 

    介護保険サービス利用者負担 28, 400 円（ 高額介護サービス費（ 月額） 反映後）  

   支給済み高額障害福祉サービス等給付費支給額 28, 400 円 

   高額介護サービス費【 年額】  10, 000 円 

〔 計算手順〕  

① 高額介護サービス費【 年額】 を 月額単位に按分する。 按分の考え方は以下のと おり 。  

  ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 合計 

①介護自己負担月額 

（高額介護サービス 

費（月額）反映後） 

¥0 ¥28,400  ¥28,400  ¥44,400  ¥44,400  ¥44,400  ¥44,400  ¥44,400  ¥44,400  ¥44,400  ¥44,400  ¥44,400  ¥456,400  

②月額按分後高額 

サービス費【年額】 

（端数処理前） 

 

¥622.2

… 

¥622.2

… 

¥972.8

…  

¥972.8

… 

¥972.8

… 

¥972.8

… 

¥972.8

… 

¥972.8

… 

¥972.8

… 

¥972.8

… 

¥972.8

… 
¥10,000 

③端数処理後の② ¥0 ¥630  ¥622  ¥972  ¥972  ¥972  ¥972  ¥972  ¥972  ¥972  ¥972  ¥972  ¥10,000  

  
 

          

              

   
 ②月額按分後高額サービス費【年額】は、以下のとおり算出する。 

高額介護サービス費【年額】支給額（¥10,000）×介護自己負担月額（¥28,400）÷介

護自己負担年額（¥456,400）＝¥622.261… 

※按分計算を行った結果発生した端数については、①介護自己負担月額の金額が

最も少ない月（同一金額である月が複数存在する場合、そのうち最も古い月）に加

算する。ただし、介護自己負担月額が０円である月は加算しない。 

 

    
    

    

 

② ①で計算し た月額単位の高額介護サービ ス費【 年額】 を 介護保険サービス利用者負

担額（ 例: ９ 月） に反映さ せる。  

   28, 400 円－630 円＝27, 770 円 

 

③ ②で計算し た介護保険サービス利用者負担額と 障害福祉サービ ス利用者負担額を合

算し 、 正当な高額障害福祉サービス等給付費を算定する。  

   （ 37, 200 円＋27, 770 円） －37, 200 円＝27, 770 円 

 

一般２ であるＡ が、 障害福祉サービス及び介護保険サービスを 利用し ており 、 月

額及び年額の高額介護サービス費の支給を 受け、 既存の高額障害福祉サービス等給

付費を支給する場合 

¥0 
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 ④ 支給済み高額障害福祉サービス等給付費と ③で算定し た正当な高額障害福祉サービ

ス等給付費と を 比較し 、 重複支給分を算定する。  

   28, 400 円－27, 770 円＝630 円 

 

＜ケース２ ＞： 高額介護サービス費【 年額】 及び高額医療合算介護サービス費と 既存の

高額障害福祉サービ ス等給付費と の併給調整（ それぞれ平成 29 年８

月・ 平成 30 年４ 月利用分より 併給調整が発生）  

 

 

 

 

〔 利用者負担額等〕  

Ａ ： 障害福祉サービス利用者負担 37, 200 円 

  介護保険サービス利用者負担 28, 400 円（ 高額介護サービス費（ 月額） 反映後）  

  支給済み高額障害福祉サービス等給付費支給額 28, 400 円 

〔 計算手順〕  

 ① 高額介護サービ ス費【 年額】 を 月額単位に按分する。 按分の考え方はケース１ を

参照。  

端数処理を 行っ た月額按分後高額介護サービス費【 年額】 は、 630 円と 仮定。  

 

 ② 高額医療合算介護サービ ス費を 月額単位に按分する 。 按分の考え方はケース１

（ 高額介護サービス費【 年額】 ） と 同様。  

    端数処理を 行っ た月額按分後高額医療合算介護サービス費は、 1, 000 円と 仮定。  

   

③ ①・ ②で計算し た月額単位の高額介護サービス費【 年額】 及び高額医療合算介護

サービス費を 介護保険サービス利用者負担額に反映さ せる。  

    28, 400 円－（ 630 円＋1, 000 円） ＝26, 770 円 

 

④ ③で計算し た介護保険サービ ス利用者負担額と 障害福祉サービス利用者負担額を

合算し 、 正当な高額障害福祉サービス等給付費を 算定する。  

    （ 37, 200 円＋26, 770 円） －37, 200 円＝26, 770 円 

 

  ⑤ 支給済み高額障害福祉サービス等給付費と ④で算定し た正当な高額障害福祉サー

ビス等給付費と を比較し 、 重複支給分を算定する。  

    28, 400 円－26, 770 円＝1, 630 円 

  

一般２ であるＡ が、 障害福祉サービス及び介護保険サービスを 利用し ており 、 月

額及び年額の高額介護サービ ス費並びに高額医療合算介護サービ ス費の支給を 受

け、 既存の高額障害福祉サービス等給付費を 支給する場合 
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 ＜ケース３ ＞： 高額医療合算介護サービス費と 新高額障害福祉サービス等給付費と の併

給調整（ 平成 30 年４ 月利用分より 併給調整が発生）  

 

 

 

 

 

 

〔 利用者負担額〕  

Ａ ： 障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担  12, 000 円 

  非障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担 10, 000 円 

Ｂ ： 障害福祉相当介護保険サービス分利用者負担   5, 000 円 

〔 計算手順〕  

 ① 高額医療合算介護サービ ス費を 月額単位に按分する 。 按分の考え方はケース１

（ 高額介護サービス費【 年額】 ） と 同様。  

    端数処理を 行っ た月額按分後高額医療合算介護サービス費は、 3, 000 円と 仮定。  

   

② ①で計算し た月額単位の高額医療合算介護サービス費を Ａ ・ Ｂ に按分する。  

    Ａ 支給分： 3, 000 円×（ 12, 000 円＋10, 000 円） ÷（ 12, 000 円＋10, 000 円＋5, 000

円） ＝2, 444. 444…円 

    Ｂ 支給分： 3, 000 円×5, 000 円÷（ 12, 000 円＋10, 000 円＋5, 000 円） ＝555. 555…

円 

（ 端数処理） 按分し た結果の支給分の金額が低い者（ こ の場合Ｂ ） に端数を 寄せる 。  

    →Ａ 支給分： 2, 444 円、 Ｂ 支給分： 556 円 

 

  ③ ②のＡ 支給分に係る 高額医療合算介護サービス費を 障害福祉相当介護保険サービ

ス分と 非障害福祉相当介護保険サービス分と で按分する。  

    Ａ 障害福祉相当介護保険サービス分： ｛ 12, 000 円÷（ 12, 000 円＋10, 000 円） ｝

×2, 444 円＝1, 333. 090…円 

    Ａ 非障害福祉相当介護保険サービス分： ｛ 10, 000 円÷( 12, 000 円＋10, 000 円) ｝

×2, 444 円＝1, 110. 909…円 

（ 端数処理） 端数の金額が高い方（ こ の場合、 非障害福祉相当介護保険サービ ス分）

に端数を 寄せる。  

※ 端数が同額（ …. 5 円） の場合、 障害福祉相当介護保険サービス分に端数を

寄せる。  

     →Ａ 障害福祉相当介護保険サービス分  ： 1, 333 円 

     Ａ 非障害福祉相当介護保険サービス分： 1, 111 円 

 

 

非課税世帯で、 Ａ が障害福祉相当介護保険サービス及び非障害福祉相当介護保険

サービスを 利用、 同一世帯のＢ が障害福祉相当介護保険サービスのみを 利用し 、 月

額の高額介護サービス費及び高額医療合算介護サービス費の支給を 世帯で受け、 新

高額障害福祉サービス等給付費を 支給する場合 
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④ ②・ ③で計算し た高額医療合算介護サービス費を障害福祉相当介護保険サービス

利用者負担額に反映し 、 正当な新高額障害福祉サービス等給付費を 算定する。  

    Ａ 償還分： 12, 000 円－1, 333 円＝10, 667 円 

    Ｂ 償還分： 5, 000 円－556 円＝4, 444 円 

 

  ⑤ 支給済み新高額障害福祉サービ ス等給付費と ④で算定し た正当な新高額障害福祉

サービス等給付費と を比較し 、 重複支給分を 算定する。  

    Ａ 償還分： 12, 000 円－10, 667 円＝1, 333 円 

    Ｂ 償還分： 5, 000 円－4, 444 円＝556 円 
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４  【 参考】 代理受領に係る 委任状例 

 

委任状 
 

 私は、 下記の者に対し て、 私に支給さ れる 高額介護サービ ス費又は高額介護予防サービ ス費

（ 高額医療合算介護サービス費又は高額医療合算介護予防サービス費） のう ち 、 既に高額障害福

祉サービス等給付費で支給さ れた重複分に相当する 額について、 私に代わっ て受領し 、 かつ、 受

領し た額を○○市に納入するこ と を委任し ます。  

 

 

記 

 

 

（ 受 任 者 ）  

 ○ ○ 市 長 

 

 

                令和  年  月  日 

（ 委 任 者 ）  

住 所 

氏 名               
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新高額障害福祉サービス等給付費等に係るＱ &Ａ  
 

【 新高額障害福祉サービス等給付費について】  

Ｑ １  「 自立支援法施行以降において、 65 歳に達する日前５ 年間にわたり 、 介護保険相

当障害福祉サービス係る支給決定を受けていた者であれば対象者と なる。 」 と ある の

は、 自立支援法が施行さ れた平成 18 年以降に 65 歳に達し た者が、 早く て平成 13 年

から の５ 年間要件を満たし ていれば対象者と なると いう こ と か。 それと も 自立支援法

施行後５ 年間条件を満たし た者から 対象者と なり 、 対象者は早く て平成 23 年以降 65

歳に達し た者であると いう こ と か。  

Ａ  新高額障害福祉サービス等給付費の対象者要件と し て算定さ れるのは、 自立支援法全面施行（ 平

成 18 年 10 月１ 日） 以降において受けていた介護保険相当障害福祉サービスに係る 支給決定の期間

と なるため、 対象と なるのは早く て平成 23 年以降に 65 歳に達し た者である。  

  こ の期間の考え方については、 １ 月の間に１ 日でも 支給決定に係る有効日があれば、 当該月を算

定するこ と と し て差し 支えない。  

  し たがっ て、 65 歳の誕生日の前々日を 終期と し て、 継続し て 60 ヶ 月間支給決定を受けていた者

が、 他の要件を満たし ているのであれば対象と なる。 なお、 65 歳の誕生日の前々日が 65 歳の誕生日

の属する月の前月の場合は、 誕生日の属する月の前月が 60 ヶ 月目と なる。  

 

Ｑ ２  要介護度ごと のサービス費用の上限額を 超えるサービスを利用し た場合、 その超

える部分の費用は全額自己負担と なる（ 高額障害福祉サービス等給付費の対象外） と

の理解でよいか。  

Ａ  お見込みのと おり 。  

既存の高額障害福祉サービス等給付費等における取扱いと 同様、 新高額障害福祉サービス等給付

費の償還対象と なるのは、 あく までも 介護保険における区分支給限度基準額内における 利用分につ

いてである。  

 

Ｑ ３  新高額障害福祉サービス等給付費についても 、 介護保険法の規定による高額介護

（ 予防） サービス費が優先さ れると の理解でよいか。  

Ａ  お見込みのと おり 。  

月額同士の優先順位については、 取扱いを 変更する も のではない。  

 

Ｑ ４  高額介護（ 予防） サービス費が優先さ れるのであれば、 高額障害福祉サービス等

給付費の支給にあたっ て、 高額介護（ 予防） サービス費の申請は必須か。  

Ａ  介護保険優先原則に関する規定の趣旨を鑑みれば、 高額介護（ 予防） サービス費における償還を

受けずに新高額障害福祉サービス等給付費の支給を 受けるこ と は、 原則認めら れない。  

 

Ｑ ５  65 歳時は非課税で新高額障害サービス等給付費の支給対象だっ たが、 申請せず、

翌年以降課税と なっ た。 こ の場合において、 非課税であっ た期間に係る申請を 遡っ て

行う こ と は可能か。  
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Ａ  可能である。  

新高額障害福祉サービス等給付費の支給対象と なる障害福祉相当介護保険サービスのあっ た月の

属する年度（ 障害福祉相当介護保険サービスのあっ た月が４ 月から ６ 月までの場合にあっ ては、 前

年度） 分の市町村民税が非課税かどう かで判断を行う も のである。  

 

Ｑ ６  仮に短期入所のみ支給決定がさ れていたが、 60～65 歳の間において、 サービ スを

ほと んど利用し ていない場合も 対象と なる のか。  

Ａ  対象と なる。 支給決定を 受けていたか否かで判断するも の。  

 

Ｑ ７  「 65 歳まで介護保険サービスを 利用し てこ なかっ たこ と を要件と する。 （ 40 歳

から 65 歳になるまでの間に特定疾病により 介護保険サービスを 利用し たこ と のある

者は対象と なら ない。 ） 」 と あるが、  

・  生活保護受給中で、  

・  60 歳から 65 歳に達する 前日まで５ 年間、 介護保険相当障害福祉サービスを利

用し 、  

・  40 歳から 65 歳の間に生活保護 10 割で障害福祉相当介護保険サービスを 併用

し ていた者 

は対象になら ないと 判断し てよいか。  

Ａ  対象と なる。 生活保護制度において 65 歳未満の特定疾病該当者に対し 支給さ れる介護扶助につい

ては、 介護保険法による保険給付を受けていたと はいえない。  

 

Ｑ ８  【 新高額障害福祉サービス等給付費の支給主体について】 の内容で、 「 支給決定

障害者（ 障害福祉サービスと 介護保険サービス併用者） については、 支給決定市町村

が新高額障害福祉サービス等給付費の支給主体と なる。 」 「 それ以外のケースについ

ては、 居住地市町村が新高額障害福祉サービス等給付費の支給主体と なる。 」 と さ れ

ている。  

こ のこ と について、 具体例を ご教示いただき たい。  

Ａ  それ以外のケースと は、 65 歳以降に介護保険に移行し 、 障害福祉サービスの支給決定を 受けてい

ない場合を想定し ている。  

居住地市町村以外が支給主体と なるケースは、 居住地特例が適用さ れる 場合を 想定し ている。  

 

Ｑ ９  新高額障害福祉サービス等給付費の対象者要件の所得階層に関する考え方につい

て、  

・ 65 歳到達日前日は「 低所得」 又は「 生活保護」 （ 利用者負担に係る所得区分と 同

様）  

・ 65 歳以降は「 市民税非課税者」 又は「 生活保護」  

と なっ ているが、 65 歳前後で所得の範囲は異なるのか。  

Ａ  所得階層についての考え方は同様である。  
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Ｑ 10 障害者自立支援法施行後も 経過措置により 、 身体療護施設や身体・ 知的更生施設

の支給決定を 受けていたが、 その後に施設入所支援と 生活介護の支給決定を 受けた者

については、 身体療護施設や身体・ 知的更生施設の支給決定についても 対象の期間に

なるか。  

Ａ  経過措置により 旧法施設に入所し ていた者であっ ても 、 法令上、 介護保険相当障害福祉サービス

に係る支給決定（ と みなさ れるも の） を 受けていた期間は、 対象期間と なる。  

 

【 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 等と の併給調整について】  

Ｑ 11 運用開始時期について、 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 及び高額医療合算

介護サービス費と の併給調整は、 早く て平成 30 年８ 月以降に始まると いう 認識でよ

いか。  

Ａ  それぞれの制度における 二重給付が発生する時期は、 お見込みのと おり 。  

なお、 併給調整により 返還が必要と なる障害福祉サービス等利用者負担は、 高額介護（ 予防） サ

ービス費【 年額】 については平成 29 年８ 月利用分（ 新高額障害福祉サービス等給付費と の併給調整

については平成 30 年４ 月利用分） 、 高額医療合算介護サービス費については平成 30 年４ 月利用分

から と なる。  

 

Ｑ 12 平成 29 年８ 月利用分より 高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 が開始さ れてい

るが、 すでに発生し ている高額介護（ 予防） サービス費【 年額】 と 高額障害福祉サー

ビス等給付費と の重複支給分についても 、 今後委任状の提出を 受ければ、 平成 29 年

８ 月利用分より 併給調整の対象と し て取り 扱っ てよいか。  

Ａ  差し 支えない。 なお、 本人にその旨を 説明するこ と 。  

 


